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公益社団法人日本金属学会への入会のおすすめ

公益社団法人日本金属学会は，本多光太郎先生のご提唱により1937年 2 月14日に創設され，金属及びその関連材

料分野の学術および科学技術の振興を目的として，学術誌や学術図書の刊行，講演会や講習会の開催，調査・研究，

表彰・奨励の事業を行っています．社会基盤材料をはじめエネルギー材料，エコマテリアル，電子・情報材料，生

体・福祉材料，材料と社会等の分野でご活躍の研究者，技術者，学生の皆様，当該分野に関心のある方の入会をお待

ちしております．

会報「まてりあ」は，会員のみに提供されます．さらに，会員には，講演大会への会員参加費での参加及び登壇費

の免除，刊行物の会員価格での購入，本会主催のセミナー・シンポジウム・講演発表会等への会員割引価格での参加

特典があります．

最新の研究や技術の動向をいち早く得ることができます

会報「まてりあ」が毎月無料で配付されます(電子ジャーナルも閲覧できます)．まてりあでは，専門外の方のた

めの入門講座や講義ノート，解説記事で分野の基礎を学ぶことができます．

機関誌や教科書等の刊行物を会員価格で購入できます．

英文論文誌「Materials Transactions」の投稿料の割引(刊行半年後からの電子ジャーナル閲覧は無料です．）

最新の研究成果が発表される年 2 回の講演大会に会員参加費で参加できます．

最新の研究や技術に関するシンポジウムに参加できます．

最先端の研究を討議する研究会が開催する研究集会に参加できます(新たな研究会を設立することも可能です）．

多様な研究者や技術者と交流ができます

様々な場で大学や企業の研究者や技術者と学術・技術の交流ネットワークを作ることができます．

各分野の専門家集団で構成される分科の活動に参加することができます．

最新の研究成果を発表する，春と秋の年 2 回開催される講演大会へ会員価格で参加できます(参加費には講演概

要が含まれています)．

全国に 8 つの支部があり，身近な研究者や技術者と交流できます．

研究成果を発表，討議して，研究を深めることができます

講演大会で研究成果を発表して，分野の専門家と討議できます(非会員が講演するには大会参加費および登壇料

が必要になります)．

研究成果を論文として日本金属学会誌や Materials Transactions 誌に発表できます．投稿された論文は分野の権

威による査読を受けることができます．

Materials Transactions の投稿料の割引が受けられます(日本金属学会誌の投稿は無料です)．

技術者・学生の能力開発や進路選択への支援が受けられます

教科書，データブック，セミナーテキスト等の学術図書類を会員価格で購入できます．

本会主催または本会協賛のセミナーや講習会，見学会等に会員価格で参加できます．

学生員は本会主催の企業説明会に参加できます．

表彰を受けられます

表彰・奨励制度があります．

本会外の表彰へ推薦することができます(各種の学術賞や奨励，助成等の候補の推薦団体に指定されています）．

［入会するには(入会手続き)］
本会ホームページの入会ページ(下記 URL)から入会申し込み下さい．

https://jimm.jp/member/member_info.html
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図 1 アルミニウム鉱石(ボーキサイト)からアルミニウム新

地金までの製錬プロセス(1)(3)．
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溶融塩電解によるアルミニウムスクラップの

アップサイクル

盧 　1) 竹 田 　 修2) 朱 　 鴻 民3)

. は じ め に

アルミニウム(Al)の単体は1807年，イギリスの電気化学

者 H. Davy により単離され，1886年，アメリカの C. M.

Hall とフランスの P. H áeroult が発明した電解製錬法(ホー

ル・エルー法)の確立によって工業生産が始まった(1)(3)．同

じベースメタルでも，紀元前から使われてきた鉄や銅に比べ

ると，アルミニウムは，工業化されてからわずか130年の若

い金属である．しかし，アルミニウムは高比強度で，比較的

耐食性が高く，易加工性である等，優れた特長を持つため，

短期間に社会に急速に普及した．現在は，鉄に次ぐ生産量第

二位の金属として，様々な製品に使用されている．

アルミニウム鉱石からアルミニウムを製錬するプロセスを

図に示す(1)(6)．アルミニウムは地殻中に存在する金属元

素のうち最も存在量が多い元素であり，自然界に豊富に存在

している．アルミニウム製錬の原料として使用されるのは，

ボーキサイトと呼ばれる鉱石であり，オーストラリア，ブラ

ジル，中国等で多く産出される．天然資源量の視点からは，

アルミニウムのサステイナブルな供給は全く問題ない．

しかし，ボーキサイトからアルミニウムを抽出する製錬プ

ロセスには，膨大なエネルギーが必要であり(7)，大量の温室

効果ガスも排出する(8)．図 1 に示すように，アルミニウム

電解原料のアルミナは主にバイヤー法により製造されてい

る(2)(3)．この方法は，ボーキサイトを苛性ソーダ(NaOH)水

溶液で高温処理し，その中のアルミナ(Al2O3)分を抽出して，

Al(OH)3 として回収，最後に焙焼し Al2O3 を得る(2)(3)．ア

ルミニウム電解製錬プロセス(ホール・エルー法)には，原料

の Al2O3 を NaFAlF3 系の溶融塩に溶解させ，それを電気

分解することにより，カソードに Al を，炭素アノードに

CO2 を発生させ，溶融状態の Al を製造する(1)．Al2O3 の理

論分解電圧は 1.2 V であるが，電解浴の電気抵抗や電極反応

の過電圧等によって，実際のアルミニウム電解槽の電圧は大

幅に上がる(4)．50年前の工業電解槽では，槽電圧が 5 V 以

上だった．その後，電解槽の設計および電解操作の改善等に

よって，近年では 4.2 V まで下がった(9)(10)．それでも，1 t

のアルミニウムを電解製錬する場合，日本の平均的な家庭お

よそ10世帯分の年間電気消費量に相当する 162 MJ もの膨大

なエネルギーを消費する(7)．そのため，アルミニウムは「電

気の缶詰」と言われる．過去には，日本国内にもアルミニウ

ム電解製錬プロセスが存在したが，電力消費が大きい等の理

由で，2014年には全ての電解工場が閉鎖された(2)(4)．現

在，日本で使用されるアルミニウム新地金は，完全に海外か
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図 2 世界アルミニウム新地金およびスクラップからの再生地金生産量の推移および予測(15)．(オンラインカラー)

 　　　　　　最近 の 研 究

らの輸入に依存している．

高エネルギー消費，高環境負荷で製造されるアルミニウム

新地金の代わりに，アルミニウムのリサイクルが重視され，

その促進と研究が世界各地で行われている(11)(14)．図に

国際アルミニウム協会が集計・予測した世界アルミニウム新

地金およびスクラップからリサイクルされる再生地金の生産

量の推移を示す．今後，新地金の増加に伴って，スクラップ

からのアルミニウムリサイクル量も急速に増加すると考えら

れる(15)．具体的には，下記を読み取ることができる．

自動車の軽量化等によって，アルミニウムの世界需要は

更に増加する傾向と見込まれる．2021年の生産量(1.02

億 t)と比較し，2040年にはその1.5倍(1.51億 t)，更に

2050年にはその1.7倍(1.75億 t)まで増加すると予測さ

れている．

アルミニウムの全体供給のうち，スクラップからリサイ

クルされる部分が大幅に増加すると見込まれている．リ

サイクルされるアルミニウムの割合は，2021年の

34.2から2025年の40.0，2023年の43.5まで増加

すると計算されている．更に，2048年以後，リサイク

ルされるアルミニウムの量は新地金を上回ると予測され

ている．

日本国内の新地金製錬がないため，アルミニウムリサイク

ルは更に重要視されている．2020年，日本で使用された

327.5万 t のアルミニウムのうち，55の179.1万 t はリサイ

クルされた再生地金である(16)．スクラップからのアルミニ

ウムリサイクルは，アルミニウムのサステナビリティを実現

するための重要手段とし，今後も世界規模での拡大および加

速が期待される(11)(14)．

. 従来のアルミニウムリサイクル法およびその課題

アルミニウムはリサイクルの優等生と言われている(17)．

鉄よりもはるかに融点が低く(純アルミニウムで660°C)，表

面に薄く緻密な酸化被膜を形成するため燃焼しにくいことか

ら，回収したアルミニウムスクラップを加熱溶解することだ

けでアルミニウム再生地金を製造できる(1)．再溶解によるア

ルミニウムリサイクルは，ボーキサイトからアルミニウム新

地金を製造する時必要なエネルギーのわずか 3で済むた

め，各地で積極的に推進されている．世界規模のアルミニウ

ムリサイクル率は既に50を超えており(18)，個別の産業の

例では，日本国内のアルミニウム飲料缶のリサイクル率は

90を超えている(16)．

しかし，現行の再溶融でのアルミニウムリサイクルはアル

ミニウム品質の劣化を伴ったダウングレードリサイクルであ

り，資源効率に大きな問題がある．高強度化などの特性改善

のため，社会で使用されるアルミニウム材料は，基本的に純

アルミニウムではなく，銅(Cu)，シリコン(Si)，鉄(Fe)，

マグネシウム(Mg)，亜鉛(Zn)等，様々な合金元素を添加し

たアルミニウム合金である．アルミニウム合金は，用途に要

求される性質によって，展伸材用合金と鋳物・ダイカスト材

用合金に大別される．添加した合金元素の総量は合金種によ

って異なるが，展伸材の場合，おおよそ 5である．一方，

鋳物・ダイカスト材の場合，展伸材より遥かに高い 6～27

の範囲にあり，合金濃度の許容度も展伸材より格段に高

い(19)．添加した様々な合金元素は，最終的にアルミニウム

スクラップに混入し，アルミニウムとともにリサイクル工程

に戻される．

アルミニウムは化学的に活性であり，そのスクラップを再

溶解する際，酸化物系または塩化物系フラックスを使っても

合金元素の分離除去は非常に困難である(19)(20)．そのため，

アルミニウムはリサイクル回数が増えるほど合金元素の蓄積

が起こる．従って，展伸材スクラップにせよ，鋳造材スクラ

ップにせよ，リサイクルされる再生地金は成分規格に厳しい

展伸材を製造することが難しく，もっぱら合金濃度許容度が
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高い鋳造材に利用されている(21)．

今後，自動車の電動化により，自動車エンジン等に使用さ

れている鋳物・ダイカストの需要が大幅に減少すると見込ま

れている．そのため，現行の再溶解でのリサイクル法のまま

であれば，将来，スクラップを使用しきれなくなり，使用で

きない「デッドメタル(dead metal)」が発生する恐れがあ

る(11)(22)．我々の試算では，2040年の世界総量は，日本のア

ルミニウム年間需要量を超える約360万トンのアルミニウム

スクラップが使用できなくなり，デッドメタルになる(11)．

このアルミニウムクライシスを回避するために，合金元素を

有効に分離除去できるアルミニウムのアップサイクル技術の

開発が急務である．

. アルミニウムの精製法

アルミニウムアップサイクルを実現するためには，スクラ

ップから合金元素を効率よく分離除去することが必要であ

る．ただし，活性金属であるアルミニウムから他の元素を選

択的に除去することは容易ではなく，工業化されている技術

は，三層電解法および偏析法の 2 種類しかない(5)(6)(23)．日

本国内では偏析法が多く用いられているが，海外では三層電

解法の方が主なアルミニウム精製法である．

三層電解法は，1901年に米国 W. Hoopes の試みに始まり，

1919年 ALCOA 社によって工業化された(23)．本法は，陽極

のアルミニウム銅合金(密度約 3.0 g･cm－3)，電解浴の溶

融塩(密度約 2.7 g･cm－3)および陰極の精製アルミニウム

層(密度約 2.3 g･cm－3)を密度差で積層・維持し，溶融塩

電解により不純物元素を分離する精錬法である(5)(6)．密度を

維持するために，最下層の陽極合金層は30～40の銅を含

有するアルミニウム合金を使用し，中間層である電解浴層は

密度が大きな BaF2 等を溶解させた溶融塩を使用する．陽極

合金中のアルミニウムは電解によって，中間層の溶融塩を介

して陰極側へ移行，析出し，純アルミニウムが得られる．三

層電解法は各元素の異なる溶解・析出電位を利用し，不純物

を効率よく分離できる．一般的にホール・エルー法で製造さ

れた新地金(99.5～99.9)を原料とし，99.99～99.999の

高純度アルミニウムを製造することを目的とし，世界中で広

く使用されている(5)(6)．しかし，不純物が少ない新地金の純

度を更に上げるには有効であるが，三層電解法はアルミニウ

ムスクラップのリサイクルには使用できない．主な理由とし

ては，スクラップ中に大量に含まれるシリコンがアルミニウ

ムとほぼ同じ密度を持つため密度差での分離は困難であるこ

と，スクラップ中にアルミニウムの他銅等の合金元素が十数

パーセント含まれること，三層電解法の原料として利用する

と陽極組成の許容範囲をすぐに超えることが挙げられる．

一方，偏析法は合金の凝固の際の合金元素の偏析現象を利

用したアルミニウムの純化法である．三層電解法より比較的

新しく，工業化されたのは1970年代後半であり，日本国内

においては1981年のことである．大別すると，晶出した初

晶を分離，集める分別結晶法と，冷却凝固面で成長させる一

方向凝固法になる(5)(6)．偏析法を用いた合金元素の除去効果

は，その元素の平衡している液相と固相における平衡分配率

に決定される．Fe, Si, Cu 等のような平衡分配率が 1 より小

さい場合，その元素を含む溶融アルミニウムを冷却すると純

化された初晶が晶出する．なお，Ti, Zr, V 等のような平衡

分配率が 1 より大きい場合，その元素を含む溶融アルミニ

ウムを冷却すると逆に固相中に濃縮され，効率的な分離がで

きない．また，より高純度のアルミニウムを得るためには，

溶融と徐冷の操作を繰り返す必要があり，効率が非常に悪

い．更に，一部の高純度アルミニウムを凝固させた後，合金

元素が濃縮された残湯を排出しなければならないため，アル

ミニウムの歩留まりが低い．仮に合金元素を十数パーセント

含む鋳造材スクラップを偏析法で精製した場合，その合金元

素を濃縮した大量なアルミニウムが使えなくなる．そのた

め，偏析法も三層電解法と同様に，基本的にアルミニウム新

地金を更に高純度化する技術であり，アルミニウムスクラッ

プのリサイクルには適用しない．

アルミニウムスクラップをアップサイクルするには，新た

なアルミニウム精錬技術が必要である，これまでも様々な研

究が行われてきた．特に，アルミニウムの化学的活性を踏ま

えて，電解法は長年にわたって注目されてきた．1995年に

Schwartz と Wendt は特殊な隔壁を使用した溶融アルミニウ

ム合金の電解精錬法を提案した(24)．原料であるアルミニウ

ム合金と精製したアルミニウムが両方液体であることは，上

記の三層電解法と同様であるが，電解浴が通過する多孔質セ

ラミック製(典型例として Al2O3)隔壁を利用することで，陽

極と陰極を鉛直に立てて隔壁の左右に設置することができ

た．合金元素を効率よく分離することが実現できたが，電解

浴の通過性や抵抗，強度，コスト等様々な面を考慮した工業

生産に耐えられる隔壁の開発や，濃縮した合金元素との分離

等，様々な課題が残されている．

アルミニウムを液体として取り扱う電解の代わりに，近

年，アルミニウムを固体のままで直接電解するプロセスの開

発も注目されている．その中で，特にイオン液体(25)(29)あ

るいは AlCl3 リッチ無機塩(30)(34)を電解質として利用した低

温電解プロセスが数多く研究されている．約150°Cの低温で

電解できるため，エネルギー消費の低減につながると期待さ

れている(29)．しかし，イオン液体を電解浴として利用した

場合，その低電気伝導率や高い調達コスト等は工業化の障害

となっている(11)．典型例として，多用されるイオン液体の

一つである EMIC(1ethyl3methylimidazolium chloride)

に 60 molAlCl3 を添加した電解浴の電気伝導度は 1.7 S･

m－1 であり，アルミニウム工業電解等に使用する溶融塩の

電気伝導率より 2 桁以上低い(35)．そのため，イオン液体を

電解浴とした電解では，浴のジュール加熱によって膨大な量

のエネルギー損失が発生する恐れがある．また，ジュール加

熱による電解浴の昇温を避けるため，電解電流はあまり上げ

られない欠点もある．さらに，現時点ではイオン液体の製造

コストが非常に高く，大規模のアルミニウムリサイクル工業

的応用には適用できない．
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図 3 提案した溶融塩電解に基づいたアルミニウムアップサ

イクルプロセス概念図(11)．(オンラインカラー)

図 4 アルミニウムおよびその典型的な合金元素の標準電極

電位(500°C，塩化物における電位)(37)．

 　　　　　　最近 の 研 究

コストが安く，電気伝導率も高い等の利点から，AlCl3 リ

ッチ無機塩を電解浴とした電解プロセスも注目されている．

組成として，主に NaClAlCl3 と KClAlCl3 の二元系，ある

いは NaClKClAlCl3 の三成分系が検討されている．状態図

からわかるように，150°C程度の低温で利用するため，AlCl3
を 50 mol以上に添加する必要がある．しかし，AlCl3 は揮

発性が非常に高いため，50 mol以上混合した NaCl や KCl

を電解浴利用する場合，AlCl3 の蒸発損失が発生しやすく，

電解浴組成の維持が困難である．例えば，Xu らは 56.5

molAlCl343.5 molNaCl を電解浴とし，170°Cにおいて

アルミニウムスクラップの電解精製を行った(32)．4 時間の

電解後，高純度アルミニウムが陰極上に析出したが，AlCl3
が大量に揮発し，反応容器の蓋の底面に付着した(32)．AlCl3
の揮発問題に対して，電解時電極の交換等の操作や密閉性を

確保する電解槽の設計等のハードルも高い．そのため，

AlCl3 リッチ無機塩を利用したアルミニウムスクラップの電

解精製の工業応用も困難である．

. 溶融塩電解を利用した固体電極でのアルミニウム

アップサイクル法( Solid state electrolysis,

SSE)の開発

当研究室では，上記の各精製技術の弱点を克服する新たな

アルミニウムリサイクルプロセスの開発を行っている．提案

したプロセスの概念図を図に示す．溶融塩を電解浴とする

が，電極は固体のままで電解するため，Solidstate electrol-

ysis(SSE)と名付けた(11)．現在工業的に応用されている銅の

電解精製と同様に，電極を鉛直に立てて並列に設置し，直流

電源を用いて電解を行う(36)．活性なアルミニウムを電解精

製の対象とするため，電極浴は水溶液ではなく，アルカリ金

属やアルカリ土類金属のハロゲン化物を利用する．アルミニ

ウムスクラップから製造した電極を陽極とし，溶融塩電解精

錬による合金元素を分離し，純アルミニウムとして陰極の表

面に析出する．その際の電極反応を以下に示す．

陽極反応Al(in scrap)→Al3＋＋3e

陰極反応Al3＋＋3e→Al

総反応Al(in scrap)→Al

本プロセスでは，アルミニウムと各合金元素の酸化還元電

位の差を利用して，合金元素の効率的な分離を行う．上述し

たように，アルミニウムは化学的に活性であるため，既存の

再溶解法でリサイクルする際，合金元素の優先的な酸化或い

は蒸発を利用する精製は困難である．一方，三層電解法やイ

オン液体，AlCl3 リッチ無機塩等を利用した電解リサイクル

法で実証されているように，アルミニウムと各合金元素の酸

化還元電位の差を利用すれば，アルミニウムと合金元素が理

論的に分離できる．図に500°Cにおいて，アルミニウムお

よび汎用アルミニウム合金に添加された典型的合金元素の平

衡電極電位を示す(37)．アルミニウムと比較して，マグネシ

ウムの平衡電極電位は，はるかに負に位置にする一方，銅や

鉄，シリコン，亜鉛などの合金元素の平衡電極電位はアルミ

ニウムより正に位置している．合金元素を含むアルミニウム

スクラップを陽極として電解する際，スクラップの主成分で

あるアルミニウムは電気化学的に溶解し，アルミニウムイオ

ンの形で溶融塩に入る．同時に，アルミニウムイオンは陰極

の表面に析出し，回収される．その際，平衡電極電位の差か

ら，原理上，アルミニウムより平衡電極電位が負のマグネシ

ウムも陽極から溶解するが，電解浴にアルミニウムイオンが

十分ある限りに陰極の表面には析出しない．一方，銅等アル

ミニウムより平衡電極電位が正にある合金元素は電気化学的

に溶解しないため，陽極泥として残り，アルミニウムから分

離される．

アルミニウムスクラップから合金元素の効率的な分離を実

現するため，単に電位差を利用することだけではなく，電極

の配置や電解浴の選定も重要である．図 3 に示すように，

本プロセスにおいて，電極を電解浴の上部に設置し，銅，シ

リコン等陽極泥に入る合金元素は電解浴に底部に沈んで，ア

ルミニウムスクラップから分離される．上述のように，三層
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図 5 溶融 LiClKCl 中のアルミニウムおよび典型的な合金元

素(マグネシウム，マンガン，亜鉛，鉄，銅，およびシ

リコン)の陽極分極曲線(11)．(オンラインカラー)
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電解法の場合，密度差を利用し陽極，電解浴と陰極を分離し

たため，密度がアルミニウムに近いシリコンによる汚染が発

生しやすい．本プロセスはアルミニウムより密度が小さい電

解浴を利用するため，シリコンも底部に沈んでアルミニウム

から分離される．

電解浴の選定は電解精錬プロセスにとって最も重要なもの

の一つである．本プロセスではアルミニウムスクラップのア

ップサイクルを実現するため，電解浴は少なくとも以下の条

件を満たす必要がある．

 アルミニウムスクラップより融点が低いこと．図 3

に示す電解方式を維持するため，電極を固体の状態で電

解する必要がある．汎用アルミニウム鋳造・ダイカスト

合金は主に AlSiCu 系合金であり，その融点は約

580°C程度である．そのため，融点が580°C以下の溶融

塩を使用する．

 電気伝導度が高いこと．電解時ジュール加熱によるエ

ネルギー損失を低減するため，電気伝導度が高い電解浴

が必要となる．

 安定かつ操作しやすいこと．AlCl3 リッチ無機塩のよ

うに蒸発によって連続的に電解しにくいことに対して，

蒸気圧が低い，保管や使用しやすい電解浴の選定が重要

である．

 アルミニウム析出に使える十分広い電位窓を持つこ

と．上述したように，アルミニウムは化学的活性である

ため水溶液中での電解は不可能である．そのため，電位

窓が十分広く，析出電位がアルミニウムより負のカチオ

ンで構成する電解浴の使用が必要となる．

以上のことを踏まえて，著者らは電解温度を500°Cとし，

溶融 LiClKCl (LiCl41.4 molKCl 353°C )と MgCl2

NaClKCl(MgCl230.2 molNaCl22.7 molKCl385°C)

を電解浴として利用した(11)．また，電解する際の構成成分

揮発の問題を回避するため，AlCl3(沸点180°C)の代わりに

蒸発性がはるかに低い AlF3(沸点1260°C)を初期アルミニ

ウムイオン源として 5 mol添加した．AlF3 を電解浴中に

溶解すると，Al3＋ と F－ に解離するが，Al3＋ のイオン半径

は電解浴中他のカチオン半径に比べるとはるかに小さいこと

から(Al3＋(0.50 nm)＜Mg2＋(0.72 nm)＜Li＋(0.76 nm)＜

Na＋(1.02 nm)＜K＋(1.38 nm))，F－ は優先的に Al3＋ に配

位すると考えられる．注意すべきこととして，初期アルミニ

ウムイオン源として AlF3 を添加するが，電解の進行に伴っ

て，アルミニウムイオンは陽極のアルミニウムスクラップか

ら供給され，浴中のアルミニウムイオン濃度は維持される．

スクラップからアルミニウムをアップサイクルする際，陽

極からアルミニウムおよび各合金元素の溶解挙動を解明する

ことが重要である．各合金元素の溶解挙動を解明するため，

基礎研究として，線形掃引ボルタンメトリー(Linear Sweep

Voltammetry, LSV)を用いて，共晶組成の LiClKCl 溶融塩

におけるアルミニウムおよび典型合金元素の陽極分極曲線を

測定した．その結果を図に示す(11)．結果から，上述した

理論的な電位関係と同様に，シリコン，銅，亜鉛，マンガ

ン，鉄の溶解電位はアルミニウムよりも高いため，電解する

際スクラップからアルミニウムは優先的に溶解し，これらの

元素は陽極泥の形で分離される．溶解するアルミニウムイオ

ンは，陰極の表面に析出し，リサイクルされる．マグネシウ

ムは同様に溶解するが，その電位がアルミニウムよりも低い

ため，陰極表面に析出しない．

そこで，典型的なアルミニウム鋳造合金である AC2A 合

金(Al90.18Si5.05Cu3.75Fe0.57

その他0.45(いずれも mass))で製造した電極を陽極と

し，溶融した MgCl2NaClKCl5 molAlF3 と LiClKCl5

molAlF3 を使用して500°Cで電解精製実験を行った(11)．溶

融 MgCl2NaClKCl5 molAlF3 を用いた電解前後陽極の

写真，および電解後陽極断面の SEM( scanning electron

microscopy)画像を図に示す(11)．電解前と比べると，電解

後，AC2A 鋳造合金陽極の表面は黒色の陽極泥になったこ

とが分かった．また，電解後陽極の断面の SEM 画像より，

陽極の外側が多孔質になったことが分かった．これは，アル

ミニウム鋳造合金中の主成分であるアルミニウムが溶解した

後，残った他の成分で形成されていると考えられる．多孔質

の部分は非常に脆く，電解後，陽極の表面から簡単に掻き落

すことができる．工業的に長時間電解する際，表面に残す陽

極泥は機械的な強度が弱いため，電解に伴って電解浴の底部

に落ちて，回収できると考えられる．

また，合金元素の溶解挙動を更に分析するために，

EPMA(electron probe micro analyzer)を用いて電解前後の

陽極の元素分布を測定した結果を図に示す(11)．EPMA 分

析結果から，電解前の AC2A アルミニウム鋳造合金中には

主にアルミニウムマトリクス相，シリコン相および銅と鉄等

が濃縮した相であることが分かった．主成分であるアルミニ

ウム，銅とシリコンだけを考えると，実験で使用した

AC2A 鋳造合金は Al5.05Si3.75Cu 合金と近似するこ
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図 6 使用した陽極(AC2A 鋳造合金)の (a) 電解前と (b) 電

解後の写真(c) 電解後陽極断面((b) の赤線で示す位

置)の SEM 画像(11)．(オンラインカラー)

図 7 EPMA を用いた (a) 電解前の陽極(AC2A 鋳造合金)と

(b) 電解後電極表面に残す陽極泥の元素分布マッピン

グ(11)．(オンラインカラー)

図 8 電解後陰極表面から回収したアルミニウムの様子(11)．
(オンラインカラー)
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とができる．AlSiCu 三元系のアルミニウム隅の状態図に

よると，この組成は a(Al)固溶体とシリコンで構成される

が，偏析により Al2Cu も晶出する(38)．a(Al)固溶体の中に

銅，シリコン，マグネシウム等が少量に固溶しているが，シ

リコン相はほとんど純シリコンである．また，電解温度の

500°Cにおいて，Al2Cu 相は a(Al)固溶体相中へ固溶する

が，その固溶化には長時間を要す(38)．そのため，電解時も

陽極中の相分布は図 7(a)に示した結果と近い，a(Al)固溶体

相，シリコン相および Al2Cu 相と考えらる．一方，電解

後，アルミニウムマトリクス(a(Al)固溶体相)がなくなる一

方，シリコン相および主に Al2Cu で構成した相が残され

た．上記の分極曲線からわかるように，固体の純シリコンは

電場を受けないため電気化学的に溶解しない．銅，鉄等の溶

解電位が高いため，電解時も溶解せず，陽極泥に残される．

電解後陽極泥の EPMA 結果からも，同じ結論に達した．た

だし，固溶体中に固溶する少量な合金元素の電気化学的な溶

解挙動は，その元素の濃度にも依存するため，更なる研究が

必要である．

陽極から溶解したアルミニウムイオンは陰極の表面で析出

し，アルミニウムとして回収される．図に電解後陰極表面

から回収したアルミニウムの様子を示す．実証実験では，陰

極の表面に析出したアルミニウムを掻き落とし，再溶解する

ことによってアルミニウムインゴットを製造した．ICP

AES(Inductively Coupled PlasmaAtomic Emission Spec-

troscopy)を用いてその組成を分析し，アルミニウム純度が

99.9以上であることが分かった(11)．電解によって，純度

が90程度のアルミニウム合金から，新地金の純度を匹敵
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図 9 SSE 法と，アルミニウム新地金電解製造(ホール・エル

ー電解プロセス)，三層電解精製法，および既存再溶解

リサイクル法との (a) 不純物濃度の変化，(b) エネルギ

ー消費，および (c) 温度の比較(11)．(オンラインカラー)
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できる純アルミニウムまでのアップサイクルを実現できた．

SSE プロセスの工業化応用のため，陰極表面に析出した

アルミニウムの形状の制御も重要な課題である．溶融塩等の

電解浴から析出したアルミニウムの形状は，電解条件(電解

温度や電流密度，イオン濃度等)，電解方式(定電流やパルス

電流等)，陰極材質と形状，電解浴組成(添加剤の有無等)等

に大きく依存する．イオン液体等の電解浴におけるアルミニ

ウムイオンの電気化学的な析出挙動に関しては，数多くの研

究は行われている(39)(40)．それらを参考しながら，SSE プロ

セスにおける陰極析出物の制御に関する研究も重要である．

. SSE 法の評価および脱炭素かつ持続可能なアル

ミニウム産業への貢献

提案した SSE 法は，既存のダウングレードリサイクル法

を一部代替し，スクラップから新地金の純度に匹敵する再生

地金を製造することによって，「デッドメタル」の発生を避

けつつ，真のアルミニウムサステイナブルシステムの構築に

貢献すると期待される．図では，SSE 法と，現在の工業

的な新地金電解製造(ホール・エルー電解法)，精製(三層電

解プロセス)，およびリサイクル(再溶解プロセス)との比較

を示す(11)．ホール・エルー電解プロセスは，アルミナを還

元して，純度99.5～99.8のアルミニウム新地金を製造す

る．この新地金は，高純度アルミニウムを製造するため，三

層電解プロセスの原料として使用される．新地金の電解プロ

セスと三層電解プロセスには不純物元素が少なくなるが，再

溶解プロセスによる現在のリサイクルには不純物元素が蓄積

する．これらの 4 つのプロセス中，SSE プロセスはアルミ

ニウム鋳造スクラップをアップグレードできる唯一のリサイ

クルプロセスである．

SSE プロセスのもう 1 つの利点は，エネルギー消費量が

アルミニウム新地金の電解製造プロセスの半分以下であるこ

とが挙げられる．ホール・エルー電解プロセスの実際の槽電

圧を参照すると，SSE 工業プロセスの実際の槽電圧は約

2.22 V(1.94～2.80 V)であると推計された(11)．スクラップ

の溶解，電極への鋳造，SSE で析出したアルミニウムの再

溶解を含む SSE プロセス全体に必要な総エネルギーは，

65.4(58.4～79.9)MJ･(kgAl)－1 と推計された(11)．電解槽の

設計，低い理論槽電圧(約 0 V)，低い電解温度(500°C)，お

よび電解質の高い導電率等は，エネルギー消費の低減につな

がる．

溶融塩電解の原理に基づいて提案された SSE プロセス

は，工業的応用に大きな可能性がある(11)．工業用溶融塩電

解は現在，チタン電解精製および希土類元素電解の 5～10

kA から，マグネシウム電解およびアルミニウム三層電解法

の 100～200 kA，さらにアルミニウム新地金電解の最大 600

kA まで，さまざまな規模で運用されている．これらの工業

的溶融塩電解は，SSE プロセスのスケールアップと産業応

用の指針になっている．

SSE プロセスは，アルミニウムスクラップのアップサイ

クルを実現でき，アルミニウムループを量と質の両方を確保

して閉じることができると期待される．また，SSE プロセ

スによってアップグレードされたアルミニウムを使用するこ

とにより，同量の新地金の生産に関連する温室効果ガス排出

量が大幅に削減される．将来のアルミニウム産業発展が直面

する脱炭素や持続可能等の様々な課題を考慮すると，提案さ

れた SSE プロセスは，真の持続可能なアルミニウムへの道

を開き，工業界でのサステナビリティを実現するモデルとし

て機能すると期待される．

. お わ り に

2020年，日本アルミニウム協会は，「アルミニウム VI-

SION2050」を発表し，アルミニウムの資源循環の確立を国

内アルミニウム産業発展の最も重要な目標の一つとして掲げ

た(16)．その中で，アルミニウム循環使用率(アルミニウム原

料のリサイクル材使用率)の増加等によって2050年のアルミ

ニウム産業の CO2 排出量を78まで削減すると宣言し

た(16)．アルミニウム鋳造材の循環使用率では現在でもほぼ

100であるが，展伸材の循環使用率は僅かに10しかな

い．その主な理由は，上述したように，既存の再溶解法での

リサイクルプロセスではアルミニウムの品質の劣化が避けら

れないためである．

アルミニウム産業の脱炭素，持続可能な目標を実現するた

めには，アルミニウムスクラップのアップサイクルができる

新技術の開発は不可欠である．ここで紹介した溶融塩電解浴

を利用したアルミニウムスクラップを固体のままとした電解

法(SSE)は，アルミニウムおよび各合金元素の電位差を利用

し，アルミニウムのアップサイクルを実現できる(11)．更

に，新地金の品質に匹敵できる再生地金を製造するためのエ
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ネルギー消費は新地金の半分以下になると試算された．工業

的応用まで，アルミニウムおよび各合金元素の電気化学的溶

解・還元挙動の解明や，電解槽の設計等の課題が残されてい

るが，既に工業化されている多くの溶融塩電解プロセスの知

見を生かせば，早期の工業化が期待される．そして，現行の

アルミニウム循環システムを大きく変え，アルミニウム産業

の脱炭素およびサステイナブル発展に大きく貢献できると考

えられる．
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高疲労耐久性を有する溶接組立制振ダンパーを

実現する FeMnCrNiSi 合金の開発

吉 中 奎 貴1) 澤 口 孝 宏2) 高 森 　 晋1) 江 村 　 聡3) 中 村 照 美2)

柳 樂 知 也3) 櫛 部 淳 道1) 井 上 泰 彦2) 本 村 　 達3)

. 背 景

阪神・淡路大震災の経験以来，建築物を地震から守る方策

として最も基本的な耐震に加えて，免震・制震化が推し進め

られるようになった．耐震が構造部(柱や梁，壁，床など)の

剛性を高めて倒壊・損壊を防ぐ構造であるのに対し，免震で

は建物と地盤の間に免震装置を設置することで揺れが建築物

本体に伝わることを防ぎ，制震では制振装置を建物内部に組

込むことで揺れのエネルギーを吸収し本体が深刻なダメージ

を受けることを防ぐ．

制震は，地震の揺れに加え，風なども含めた振動を低減す

るという意味で制振とも呼ばれ，制振ダンパーがエネルギー

吸収部材として働くことで，建物本体の揺れの軽減と柱，梁

等の主要構造部材のダメージを最小化する構造設計である．

いまや制振構造は鋼構造の高層建築物の 7 割以上に採用さ

れている．免震構造は建物が地盤から絶縁されている構造で

あるから地震に対して最も安全が確保できる設計ともいえる

が，制振に比べるとコスト高である．また，免震装置は引抜

方向の荷重に弱く，超高層ビルや特殊な形状デザインの建物

では免震構造をとることができない場合がある．そのため，

これらの建築物の地震対策は耐震・制振に頼ることとなる．

さらに超高層ビルについては，長周期地震動による長時間

の大きな揺れが問題となることが広く認知されるようになっ

てきた(1)．地震動は様々な周波数成分からなり，その中でも

周期が長いゆっくりとした大きな揺れが長周期地震動であ

る．超高層ビルは固有周期が長いため長周期成分に共振し長

時間にわたり大きな揺れが生じる．長周期地震動は大地震に

おいて顕著に生じ，震源から離れた場所まで強さを保ったま

ま伝播する特徴がある．実際に，東日本大震災では大阪府に

おいても超高層ビルの大揺れが観測された．建築基準法で示

される極めて稀な地震動は再現期間が500年級とされるが，

東日本大震災以降も熊本地震や北海道胆振東部地震の発生や

30年以内の南海トラフ地震の発生予測など，巨大地震は現

実的な問題として差し迫っている．そのため超高層ビルにつ

いても複数回の巨大地震および長周期地震動を経験する前提

での対策が不可欠であり，その中核をなす制振ダンパーにつ

いても高耐久化が重要な開発ターゲットとなっている．

制振ダンパーは作動原理によって鋼材ダンパー，粘性ダン

パー，オイルダンパーなどに分類できる．これらのうち鋼材

ダンパーは芯材として用いられる鋼材の繰返し弾塑性変形に

より地震動のエネルギーを吸収することを作動原理とする

(図)．鋼材ダンパーは低コストかつ剛性を有し，さらにメ

ンテナンスフリーである点において他に優越するものの，作

動原理上，弾塑性疲労の発生が避けられず疲労耐久性の点で

課題がある．特に，長周期地震動に対しては大振幅の疲労サ

イクルを経験することから，鋼材ダンパーは長周期地震動へ

の対策技術には適さない．一方，実際の建築物においては複

数種のダンパーを適切に配置することにより全体として優れ

た制振構造をなすように用いる．しかし，長周期地震動への

対応のため粘性ダンパー，オイルダンパーを多用せざるを得

なくなるとダンパー本体のコスト増大のほか，これらは剛性
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図 1 鋼材ダンパーの概要と動作原理．(オンラインカラー)

図 2 第 2 世代 FMS 合金の設計指針．(オンラインカラー)
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に乏しいため構造部についても高剛性化に伴うコストが発生

する．以上を背景として長周期地震動に対応可能な鋼材ダン

パーの開発需要が高まり，その実現のためには高い疲労耐久

性の獲得が求められていた．

そこで NIMS，竹中工務店，淡路マテリアは産学共同体

制を構築し，鋼材ダンパーの芯材としての活用を前提とした

新鋼材(あるいは鉄系合金)として FeMnSi 系合金の開発

に取組み，既存鋼材の約10倍の疲労寿命を発揮する Fe

15Mn10Cr8Ni4Si 合金(第 1 世代 FMS 合金)を開発し

た(2)(3)．さらに，本合金を芯材として用いる長周期地震動対

策としての高耐久性鋼材ダンパーを実現し，一例目の実用事

例として超高層ビル(名古屋市JP タワー名古屋)，二例目

として大型展示場(常滑市愛知県国際展示場)への適用など

社会実装を進めている(4)(5)．

一方，上記第一例目の実用化に際しては，この時点では

FMS 合金に関する溶接技術は必ずしも確立されておらず，

切削加工によるせん断パネル型ダンパーを採用し，機械的接

合(ボルトナット)による組立てを行った．これに対し，第二

例目の実用化においては，長尺・大型化・コストダウンを目

的として，FMS 合金と建築構造用鋼材との溶接を可能とす

る溶接ワイヤを開発するとともに連続鋳造圧延プロセスを確

立した．本技術開発によりブレース(筋交い)型ダンパーを開

発・適用した．溶接接合は変形量の小さいブレースと建物本

体との接合部となる FMS 合金と建築構造用鋼材の異材十字

断面の形成のみに限定されるものの，溶接技術により FMS

合金ダンパー技術の汎用性は向上した．

二例目までに用いた技術範囲での問題点は FMS 合金本体

に比べて溶接部が疲労に対し脆弱化してしまう点にある．つ

まり，溶接部に疲労変形が加わる設計とすると FMS 合金本

来の疲労耐久性が発揮できなくなることから，疲労変形部は

溶接接合を伴わない FMS 合金単体の平板形状(一字型)とせ

ざるを得ず，断面形状に自由度がない点に技術限界があっ

た．これに対し，超高層ビルに適用されるブレース型ダンパ

ーについては大荷重を保持する必要があり，疲労変形部の十

字，H 型断面による大面積化が不可欠である．すなわち，

疲労寿命に優れ高耐力が得られる断面形状を可能とするため

には FMS 合金同士の共金溶接技術の確立が必要となる．詳

細については後述するが第 1 世代 FMS 合金については凝固

割れを生じやすい組成を有し，溶接部の疲労寿命確保は困難

であった．そのため，第 1 世代と同等の疲労耐久性を保持

しつつ，共金溶接において凝固割れを生じない第 2 世代

FMS 合金の開発に取組んできた(6)．

本記事では疲労耐久性と凝固割れを生じない凝固特性を両

立する第 2 世代 FMS 合金の合金設計について解説する．図

は第 2 世代 FMS 合金の設計の概略である．詳細について

は後述するが，第 1 世代 FMS 合金の優れた疲労耐久性は初

期組織である FCC 構造の g オーステナイトが疲労サイクル

中に HCP 構造の e マルテンサイトに変形誘起変態し，さら

にこの変態過程が可逆的に生じることにより発現する．近年

ではこのような双方向変態を伴う変形メカニズムは B

TRIP(bidirectional transformation induced plasticity)と呼

ばれ注目を集めている．BTRIP を活用した耐疲労合金設

計については，初期組織 g オーステナイトと変形により生じ

うるマルテンサイト(HCP の e マルテンサイトおよび BCC

の a′マルテンサイト)の相安定性が重要である．特に，ge

間の熱力学的相安定性を Gibbs 自由エネルギー DG g→e によ
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り定量表示し設計基準として用いている．一方，凝固割れを

生じさせないためには液相から固相までの凝固過程における

相変態パス，すなわち凝固モードの制御が重要である．凝固

割れ感受性を低減させるためには d フェライト→g オーステ

ナイトの順で凝固・変態が進行する FA モードとすることが

有効であることが知られている(6)．また，凝固モードに与え

る化学成分の影響についてはフェライト安定化元素量を Cr

当量(Creq)，オーステナイト安定化元素を Ni 当量(Nieq)と

して評価される．そのため Creq/Nieq が凝固特性に関わる合

金設計基準として適用可能である．以上のように，疲労特性

および凝固特性における合金成分の影響をそれぞれ DG g→e

および Creq/Nieq により表示し，これらを同時に最適化する

ことで，疲労過程および凝固過程の双方における相変態挙動

を制御することを第 2 世代 FMS 合金の設計指針とした．

以降では，疲労および凝固メカニズムそれぞれの観点にお

ける合金設計指針を説明し，次に実際に開発された第 2 世

代 FMS 合金の疲労特性および凝固特性を示す．また，最後

に新合金を活用した将来展望についても述べる．

. 　　　　　　　合金設計指針

 BTRIP を活用した耐疲労合金設計

一般に金属疲労といえば，弾性変形の範疇の比較的小さな

荷重を多数回(105～107 回)経験することで破壊を生じる高

サイクル疲労を指す．これに対し，巨視的な塑性変形を伴う

荷重を繰返し受ける場合，金属材料は破断までの繰返し数が

104～105 回以下の比較的短い寿命域で破壊する低サイクル

疲労を生じる．低サイクル疲労は大型機械の起動停止時や，

高い応力集中が生じる継手部等で問題になるほか，巨大地震

においては低サイクル疲労を原因とする建築物の損傷・破壊

が多数報告されており，低サイクル疲労は耐震設計基準とし

ても重要な位置づけにある．

低サイクル疲労の発生を想定して有限寿命設計を適用する

とき材料の疲労耐久性としては疲労寿命が重要となる．低サ

イクル疲労では一般に巨視的な降伏応力を超える荷重が加わ

るため，疲労サイクル中の応力ひずみ関係はヒステリシス

ループを描き応力に対しひずみが一意に定まらないため，疲

労寿命はひずみに対して整理されることが多い．そのため，

通常の低サイクル疲労試験は全ひずみ範囲 Det(＝塑性ひず

み範囲 Dep＋弾性ひずみ範囲 Dee)を制御値としたひずみ制

御試験により行われる．低サイクル疲労に関する寿命則は種

々提案されているが，疲労寿命 Nf と塑性ひずみ範囲 Dep が

両対数軸上で線形関係をなすという CoffinManson 則が最

もよく知られる(7)．前述した通り，低サイクル疲労試験の制

御パラメータには一般に全ひずみ範囲 Det が用いられ，ま

た，付与するひずみ量が十分大きい場合には Dep≫Dee とな

るから DepDet として CoffinManson 則が適用されること

も多い．また，Det を用いることは保守側の評価となる．一

方，Hatanaka は成分や熱処理履歴の異なる 9 種類の鋼材に

ついて低サイクル疲労試験を実施し，疲労寿命 Nf が全ひず

み範囲 Det に対し式( 1 )に従うことを示した(8)．

(Det－0.00251)N 0.53
f ＝1.03 ( 1 )

式( 1 )は低サイクル疲労寿命には材質の影響が現れにく

いことを示している．一方，近年では一部の TRIP(trans-

formation induced plasticity)/TWIP(twinning induced plas-

ticity)鋼といった先進高強度鋼(advanced highstrength

steel: AHSS)や高エントロピー合金(high entropy alloy:

HEA)のような FCC(face centered cubic)合金は従来の鉄鋼

材料に対して優れた低サイクル疲労寿命を示すことが報告さ

れるようになった(9)(16)．たとえば Shao らは Fe18Mn

0.6C TWIP 鋼の低サイクル疲労特性を調べた．Fe18Mn

0.6C は Det＝1において Nf＝4500 cycles の寿命を示す

が，これは式( 1 )により求められる一般鋼材の 2 倍程度に

相当する(14)．AHSS や HEA の優れた疲労寿命の源は積層

欠陥エネルギー(stacking fault energy: SFE)が低いことにあ

ると指摘されている(17)(18)．ここで，金属疲労における転位

運動あるいは変形の可逆性の重要性が予てより指摘されてい

る．転位運動/変形可逆性が高い場合，疲労損傷の蓄積が緩

和され疲労耐久性の向上に寄与すると考えられる．金属疲労

における変形可逆性について，Mughrabi はひずみ量が大き

くなるほど変形可逆性が損なわれることや，交差すべりの発

生は変形可逆性の低下原因であることを指摘している(19)．

TRIP/TWIP 鋼や HEA においては交差すべりが生じにくく

転位がプラナー化することで転位運動の可逆性が高いために

優れた疲労耐久性を示すと説明される．

近年，TRIP/TWIP 合金の中でも FCC の g オーステナイ

トが HCP(hexagonal closed packing)の e マルテンサイトと

の間での双方向 ge マルテンサイト変態による新たな

TRIP 効果が報告されている(20)(21)．Lu らはこのような

TRIP 効果を BTRIP と呼称している(21)．また，かねてよ

り変形で生じる正方向の g→e マルテンサイト変態ののち，

加熱により正変態と同じ経路で e→g 変態が生じることが知

られており，この可逆相変態を形状回復メカニズムとして活

用する FeMnSi 鉄系形状記憶合金が開発されている(22)．

前述の AHSS や HEA の優れた低サイクル疲労寿命の発

現メカニズムを踏まえると，BTRIP における転位運動の

可逆性は疲労損傷蓄積の緩和(＝疲労耐久性の向上)に極めて

有効であると考えられる．筆者らのうち澤口らは鉄系形状記

憶合金 Fe30Mn6Si について引張で生じた e マルテンサイ

トが，さらに圧縮が加わることによって g オーステナイトに

逆変態することを観察した(23)．すなわち，一軸引張につい

て報告される BTRIP に対し，引張圧縮荷重の加わる疲労

サイクルにおいても双方向 ge マルテンサイト変態が生じ

ることを報告した．

ここで，双方向 ge マルテンサイト変態が生じるには，g

オーステナイトe マルテンサイト間の相安定性が熱力学的

に釣り合う必要がある．このことを g→e マルテンサイト変

態におけるギブス自由エネルギー差 DG g→e により記述する

と，DG g→e  0 が BTRIP を実現するための条件とな

る(24)(25) ． DG g→e は 式 ( 2 ) の よ う に 分 割 表 記 で き ，
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DG g→e
chem の項は合金元素 i についてそのモル分率 xi とモル

ギブス自由エネルギー DG g→e
i および合金元素 i と j の間の

相互作用パラメータ DVg→e
ij から算出され，DG g→e

mag は磁

気自由エネルギーである．DG g→e は化学成分および温度に

依存する．DG g→e の具体的な算出ついては既報(25)にて報告

している．

DG g→e＝DG g→e
chem＋DG g→e

mag

DG g→e
chem＝∑i

xiDGg→e
i ＋∑ij

xixjDVg→e
ij ( 2 )

さらに，これまでに FMS 合金が十分な疲労耐久性を得る

ためには二段階 g→e→a′マルテンサイト変態によって生成

される BCC の a′マルテンサイトを抑制する必要があること

を報告している(6)(24)．また，Si 添加が疲労特性に与える影

響を調べ，上記の条件を満たしつつ 4 mass程度の Si を添

加することで疲労寿命が向上することを報告している(26)．

以上のように，従来鋼材に比べて低 SFE の FCC 合金は

優れた低サイクル疲労特性を発現し，とりわけ第 1 世代

FMS 合金を含む BTRIP 鋼は卓越した疲労特性を獲得しう

る．BTRIP 鋼は AHSS の中でも新しいカテゴリーに属す

る種であり，今のところ引張特性の改善を念頭に置く研究が

いくつか見られる程度である．これに対し，FMS 合金は B

TRIP を疲労特性改善に活用する設計思想に基づくものであ

り，長周期地震動に対応可能な制振ダンパー鋼材として十分

な疲労耐久性を発揮する．

 凝固モード制御による凝固割れ感受性低減

アーク溶接は溶融溶接技術を代表し，材料の構造体化にお

いて必要不可欠な技術である．一方，アーク溶接は溶融再凝

固を伴うプロセスであるから凝固時に割れが生じると構造の

著しい強度劣化や破壊を招く．そのため，アーク溶接の適用

を図るうえで，合金設計の観点からは凝固割れ感受性を小さ

くすることが求められる．ステンレス鋼においては化学成分

に応じて凝固過程でいくつかの凝固モードを示し，凝固モー

ドを制御することによって凝固割れや偏析を低減することが

可能である．

ここで，本報において対象とする「FMS 合金」はステン

レス鋼と類似した化学成分を有する．ステンレス鋼では以下

の凝固プロセスをたどる 4 つの凝固モードが知られてい

る(27)(28)．

オーステナイト(A)モードL→L＋g→g

オーステナイトフェライト(AF)モードL→

L＋g→L＋g＋d→g＋d

フェライトオーステナイト(FA)モードL→L＋d→

L＋d＋g→d＋g

フェライト(F)モードL→L＋d→d

(L液相，gオーステナイト，dフェライト)

これらのうち，A モードはオーステナイトのデンドライ

ト樹間に不純物元素や合金元素が偏析し融点が低下すること

で液相が残留し，粒界全体が液膜で覆われるため凝固割れ感

受性が高いことが知られている．一方，FA モードではフェ

ライトの成長中にオーステナイトが晶出する．この時，液膜

が粒界に島状に形成されることやオーステナイトよりフェラ

イトの方が凝固割れ感受性を助長する P や S といった不純

物元素の固溶度が大きいため，最終凝固部での偏析量が低減

するなどの理由により，凝固割れ感受性が減少する．

ステンレス鋼の凝固モードについてはフェライト安定化元

素量を Cr 当量(Creq)，オーステナイト安定化元素を Ni 当量

(Nieq)とし，その比である Creq/Nieq をパラメータとした予

測手法がよく用いられている．Creq/Nieq の算出式について

は複数提案されているが，代表的な Schaeffler によるもの

は以下のとおりである(29)．

Creq＝[massCr]＋[massMo]＋1.5[massSi]

＋0.5[massNb] ( 3 )

Nieq＝[massNi]＋0.5[massMn]＋30[massC] ( 4 )

また，Peng らは多量の Mn(1227 mass)を含有する鋼

種について以下を提案している(28)．

Creq＝[massCr]＋1.5[massSi] ( 5 )

Nieq＝[massNi]＋1.164[massMn]＋22[massC]

( 6 )

Schaeffler 図は横軸を Creq，縦軸を Nieq としステンレス

鋼の溶接金属組織(フェライト含有量)の予測によく用いられ

るが，Schaeffler 図上に各凝固モード間の境界線を引くこと

ができ，Creq/Nieq と凝固モードの関係については以下の通

り報告されている(30)．

A モードCreq/Nieq＜1.35

AF モード1.35＜Creq/Nieq＜1.50

FA モード1.50＜Creq/Nieq＜1.95

F モード1.95＜Creq/Nieq ( 7 )

すなわち「第 2 世代 FMS 合金」については凝固モードを

FA とすることが溶接の観点からの合金設計指針であり，そ

の目安としては1.50＜Creq/Nieq＜1.95を満たせばよい．一方

で，多量 Mn を含有する合金種についての凝固モードと組

成の関係を報告した例は多くなく，式( 3 )，( 4 )あるいは

式( 5 )，( 6 )により算出される Creq/Nieq と凝固モードの対

応が上述のものと合致しないことが予想される．そのため

「第 2 世代 FMS 合金」の開発においては Creq/Nieq を系統的

に変化させた 4 種類の合金を新たに製造し，「第 1 世代

FMS 合金」を含めて 5 種類の合金について凝固過程の予測

および実際の凝固組織の解析を行った．

. 第世代 FMS 合金の開発

第 2 世代 FMS 合金の開発に当たっては公称組成 Fe

15Mn(10＋2X)Cr(8X)Ni4Si(X＝0, 0.5, 1, 2, 3)なる合

金を試作した(6)．本合金は第 1 世代 FMS 合金(X＝0)から

DG g→e がほとんど一定となるような比率で Cr/Ni 比を変化

させたものである．これにより，第 1 世代 FMS 合金の優れ

た疲労特性の源である DG g→e 0 を保持しつつ，凝固モー

ドをフェライト優位なものに変化させることを狙った．これ

らの合金について X の値を用いて X0，X05 のように表記す
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図 3 FeMnCrNiSi 系合金の計算状態図．(オンラインカラー)

表 1 Fe15Mn(10＋2X)Cr(8X)Ni4Si の化学成分．

Fe
(mass)

Mn
(mass)

Cr
(mass)

Ni
(mass)

Si
(mass)

DGg→e

[J/mol]
Creq/Nieq
Eq. 3, 4

Creq/Nieq
Eq. 5, 6

X0 Bal. 15.3 10.2 8.18 3.99 －55.3 1.02 1.51

X05 Bal. 15.0 11.0 7.53 4.00 －60.9 1.13 1.70

X1 Bal. 15.2 12.2 7.16 3.86 －49.2 1.22 1.86

X2 Bal. 16.0 14.0 6.09 3.94 －42.5 1.41 2.28

X3 Bal. 15.0 16.2 5.05 3.91 －43.4 1.76 2.94

図 4 低サイクル疲労寿命(ひずみ比 Re＝－1，全ひずみ振幅

et,a＝1)(9)(11)(16)
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る．公称組成について DGg→e の値は X の小さい順に61.5

(X0)，61.7(X05)，58.6(X1)，53.1(X2)，48.2(X3)で

あり，第 1 世代 FMS 合金(X0)とほぼ同一の値である．ま

た，Creq/Nieq の値は式( 3 )，( 4 )を用いると1.03(X0)，

1.13(X05)，1.24(X1)，1.48(X2)，1.76(X3)となり，式

( 7 )の区分に従うのであれば X の増加に伴い凝固モードが

A→FA となるような組成である．一方，図は Thrmo

Calc(TCFE9 データベース)を用いて計算した状態図であ

る．各合金の凝固経路は図中に点線で示している．計算状態

図によれば X0(第 1 世代 FMS 合金)の凝固経路は L→L＋d

→L＋g＋d→L＋g→g であり純粋な A モードとは異なるもの

の，ここでは A モードとして取り扱う．一方，Creq/Nieq の

増加により X05 では凝固モードが FA モードとなると予測

された．

材料は Ar 環境で溶解したのち，熱間鍛造，熱間圧延し，

1000°C×1 時間のち水冷の熱処理を施した．得られた材料の

実際の化学組成を表に示す．表には成分の実測値に基づい

て計算された DG g→e の値も記載した．X0X2 の室温組織は

g 単相であったが，X3 については g/d 二相組織となってお

り，さらに圧延時に割れを生じた．X3 は多量の Cr を含有

するため s 相の影響により脆化したものと考えられる．そ

のため，これ以降の検討からは X3 を除いた．

試作合金の疲労特性を調べるため，ひずみ制御低サイクル

疲労試験を実施した．試験は軸ひずみ制御により定格容量

100 kN の油圧サーボ疲労試験機を用いて行った．試験環境

は室温大気環境である．疲労試験片には直径 8 mm×長さ13

mm の平行部を有する丸棒試験片を用いた．制御波形は三角

波とし，最大ひずみと最小ひずみの比であるひずみ比 Re＝

－1 とした．全ひずみ振幅 et,a＝1とし，ひずみ速度は

0.4/s とした．なお，全ひずみ振幅 1は極めて稀な地震

動におけるダンパーの変形を想定して決定している．得られ

た疲労寿命 Nf を図に示す．図中には比較対象として代表

的なオーステナイト鋼である SUS316 の疲労寿命，TRIP/

TWIP 鋼の文献値(9)(11)(16)を併せて示している．なお，

TRIP/TWIP 鋼については見つけられる範囲で Re＝－1 お

よび et,a＝1の条件下で良好な低サイクル疲労を示すものを

選んでいる．図 4 の通り，X0X2 は他鋼種に比べて卓越し

た疲労寿命を示した．このことは，BTRIP が低サイクル

疲労寿命の改善に有効であることを示している．一方，X

が増加するに伴い Nf が若干減少する傾向が見られた．

疲労破断後の試験片について，疲労変形組織の解析を行っ

た．観察には FESEM(JEOL JSM7900F)を用いた．また

EBSD (electron backscatter diffraction)測定は TSL DVC5

EBSD system を用いて行った．測定試料は破断後の試験片

の平行部から荷重軸と平行な断面(縦断面)を切出して採取し

た．測定試料表面には#180#1200の耐水研磨式による湿式

研磨ののち，過塩素酸エタノール溶液による電解研磨を施し

た．図は疲労破断後の X0X2 の組織分析結果をまとめた

ものである．(a)(d)は EBSD 測定による Phase マップであ

る．これらのマップにおける相割合は(e)の通りである．疲

労破断後はいずれの相も多量の e マルテンサイトが形成され

ていた．e マルテンサイト量は X が増加するに伴い増加する
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図 5 疲労組織分析(a)X0，(b)X05，(c)X1，(d)X2 に関する Phase map および(e)各鋼種における相割合．(オンラインカラー)

図 6 溶接結果(a)X0，(b)X05 の隅肉部光学観察像および

EDS による(c)X0，(d)X05 の Fe マップ．(オンライン

カラー)

 　　　　　　最近 の 研 究

傾向が見られた．また X05X2 では微量の a′マルテンサイ

トが検出された．ここで a′マルテンサイトについてはステ

ップサイズによる測定限界のため EBSD では適正に検出さ

れなかった可能性がある．そこで，フェライトスコープ

(Fischer FERITSCOPE FMP30)により別途計測を行った．

EBSD およびフェライトスコープ(FS)による計測値は図(e)

内に記した．X の増大に伴い a′マルテンサイトの形成量が

増加する傾向が見られた．そのため，X の増加による疲労

寿命の低下は X すなわち Cr/Ni の増加に伴い a′マルテンサ

イトの抑制が不十分となり，双方向 ge マルテンサイト変

態の頻度が減少したために生じたと思われる．

以上の通り，X05 は第 1 世代 FMS 合金に次ぐ疲労寿命を

示した．また，X1 および X2 についても一般鋼材や文献に

見られる TRIP/TWIP 鋼に比べると長寿命が得られた．一

方，Cr/Ni の増加に伴う寿命低下および a′マルテンサイト

形成量の増加が認められた．

試作合金の凝固特性を調べるため，それぞれの合金につい

て溶接ワイヤを用いずに共金 TIG 溶接し隅肉溶接継手を作

製した．溶接条件は電流200300 A，速度1.67 mm/s として

行った．図(a)および(b)は X0 および X05 の隅肉部の組

織観察像である．X0 ではデンドライトに沿うように凝固割

れが発生していたのに対し，X05 では凝固割れが見られず

良好な凝固組織が得られた．また，(c)および(d)は X0 およ

び X05 の溶接再凝固部における Fe に関する EDS 測定結果

である．(c)の通り X0 ではデンドライト状に著しい偏析が

見られたのに対し，(d)の通り X05 では偏析が軽減された．

以上の観察結果と図 6 に示した計算状態図を踏まえると，

X0 では A モード凝固を生じることで顕著な偏析を生じ凝固

割れ感受性が高い一方，X05 ではわずかな Cr/Ni の増加に

より凝固モードが FA に変化し，偏析が低減されるとともに

凝固割れ感受性が抑制されたと考えられる．

表 1 に示される Creq/Nieq について式( 7 )に従って凝固モ

ードを予測すると，Schaeffler の式( 3 )，( 4 )によれば X0

と X05 はともに A モードと判定される．一方，Peng らの

式( 5 )，( 6 )を用いると X0 は AF モード，X05 は FA モー

ドと判定される．そのため，今回対象とする大量 Mn を含

む材料の凝固モード予測においては Peng らの式が有効であ

ることが確かめられた．

上記の検討においては，計算状態図および Creq/Nieq に基

づく判定，あるいは偏析と凝固割れの状態から X0 と X05

の間で凝固モードが A から FA に変化したと推定した．し

かし，凝固過程における結晶成長および相変態挙動の詳細に

ついては不明である．一方，筆者らの一人は大型放射光施設

SPring8 を用いた放射光 X 線イメージング技術により溶接

凝固過程の直接観察技術を構築し，凝固組織の発達や凝固割

れの形成挙動を明らかにしてきた(31)(32)．そこで，同技術を

FMS 合金に適用し，アークスポット溶接における凝固過程

を観察した．さらに，insituX 線回折測定を併用することに

より，相変態挙動(凝固モード)を同定した(33)．

実験は SPring8 のビームライン BL20XU 第二実験ハッ

チにて行った．観察システムは X 線光路上に上流側から順
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図 7 (a)(c)X0 および(d)(f)X05 における凝固過程の X 線

透過像．

図 8 X05 における凝固過程の X 線回折パターンの変化．(オ

ンラインカラー)
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に高速度カメラ，試料ステージおよび試料，トーチ，回折

X 線用フラットパネル検出器，透過 X 線用検出器により構

成される．高速度カメラはアークスポット溶接中の試料温度

測定に用いた．測定は X0 および X05 について行った．測

定試料には十分な X 線透過量を得るために板厚0.2 mm の薄

板を用いた．X 線エネルギーは28 keV とし，観察視野 2×2

mm をピクセルサイズ 1 mm/pixel，フレームレート50 fps

で測定した．アークスポット溶接は電流 6 A，Ar ガス流量

8 l/min とし，直径約2.5 mm の溶融池を形成させたのち，

アークを消弧して凝固させた．

図(a)(c)に X0，(d)(f)に X05 の溶融凝固過程の X

線透過像を示す．X0 においては，(a)まず多数の柱状デン

ドライトが溶融池周辺から溶融池中央に向け競合しつつ成長

し，(b)中央部で対峙したのち，(c)中央部において凝固割

れが生じ，低強度であるデンドライトの一次アーム間に沿う

凝固割れの進展が観察された．一方，X05 においては，(d)

柱状デンドライトが溶融地周辺から中央に向け成長するもの

の，(e)固液界面前方における複数の等軸デンドライトの晶

出が見られ，これらの等軸デンドライトの成長が生じること

から，(f)凝固割れは柱状デンドライト側へ進展しなかっ

た．図に X05 に関する凝固過程における回折パターンの

経時的変化を示す．(a)(c)のいずれにおいても液相の存在

を示すハローパターンが検出されている．同図(b)の通り，

凝固開始直後に(200)，(211)の d 相の回折ピークが検出さ

れた．すなわち，最初に晶出した柱状デンドライトはフェラ

イト相であると同定できる．一方，図 7(e)に見られる等軸

デンドライトの晶出タイミングにおいては図 8(c)の通り

(200)，(220)の g 相の回折ピークが現れた．これらの g 相

である等軸デンドライトは液相中から核生成により晶出した

と考えられる．一方，X0 においては d 相が現れず，g 相の

みで凝固が完了する観察結果が得られた．以上より，X05

では FA モード凝固が生じることで凝固割れが抑制されるこ

とが明らかとなった．

以上のように，X05(Fe15Mn11Cr7.5Ni4Si)は良好な

疲労耐久性を有しつつ，凝固割れ感受性を低減した材料であ

り，第 2 世代 FMS 合金として求められる性能を満足する．

. 第世代 FMS 合金を活用した将来展望

これまで，長周期地震動対策として FMS 合金を用いた制

振ダンパーの社会実装・普及を目指し，FMS 合金の開発に

加えて，その溶接と大型圧延材の製造プロセスなどの工業化

技術に産学連携にて取り組んできた．これにより，二例の実

建物への社会実装に成功し，更に三例目以降の社会実装に向

けた具体的取り組みも進行中であり，着実に普及が進みつつ

ある．

一方，超高層建物に求められる耐荷重性を高めるために，

ダンパー芯材の疲労変形部を溶接組立によって大断面化する

ことが求められる．しかし，第 1 世代 FMS 合金同士の溶接

は，凝固割れが生じやすく，緻密な溶接施工条件の構築と施

工管理が必要とされてきた．そこで，高い荷重を負担する大

断面の高耐力ダンパーの活用展開を加速するために，溶接し

ても割れが発生せず，溶接施工性がよい第 2 世代 FMS 合金

を開発した．

現在，第 2 世代 FMS 合金を活用して，超高層建物にて汎

用的に鋼材ダンパーに求められる最大負担荷重4,000 kN 以

上の高い耐力を有するとともに，複数回の巨大地震および長

周期地震動への対応可能とする既存鋼材ダンパーの10倍以

上の疲労耐久性を有する唯一の鋼材ダンパーの開発および社

会実装を目指している．また，力学・疲労性能のみならず，

溶接凝固モードの制御による凝固割れ感受性の低減によって

部材の溶接施工および補修処理などが容易となり，多くの鉄

骨ファブリケータにおける部材製造が可能となったと言え

る．すなわち，本研究開発成果が耐疲労制振ダンパー技術の

汎用性の向上と低コスト化に寄与し，多様なダンパー部材の

開発につながること，さらには本稿によって建築分野を超え

た疲労課題解決への展開を期待する．
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図4.1 孔食とすきま腐食の模式図．
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金属腐食の概要と局部腐食 

～ステンレス鋼の局部腐食～

篠 原 　 正

. は じ め に

前回の講義(1)では，腐食が不均一に進む場合の腐食挙動や

耐食性について述べ，その中でステンレス鋼の局部腐食とし

て，孔食と粒界腐食について解説した．本稿では，すきま腐

食および応力腐食割れを中心に，ステンレス鋼の局部腐食に

ついて発生・進展機構を含め解説する．

. す き ま 腐 食

.. 孔食と比較したすきま腐食の特徴

ステンレス鋼の自由表面に個体が接触している構造を『す

きま』といい，すきま部で生じる腐食をすきま腐食という．

すきま腐食の発生と成長の模式図を孔食(前回講義(1)の図

3.12)と比較し，図.に示す．孔食は自由表面上で起こるた

め，比較的厳しい環境(高 Cl－ 濃度，高電位)でないと発生

しない(図4.1(b))．また，成長性食孔においては，深くなる

につれ濃厚溶液が薄まりにくくなり，多少電位が下がっても
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図4.2 2 枚のヘルドからなる金属/金属すきまにおける ER と

CR の測定結果．(文献(4)を編集) 図4.3 すきま腐食部の SEM 観察結果．(文献(6)を編集)

 　　　　　　講義 ノ ー ト

成長を維持できる(図4.1(c), (d))．すなわち，食孔が再不

動態化する電位(再不動態化電位)は食孔が深くなるほど低く

なり(図4.1(e))，(孔食腐食電位)＞(食孔再不動態化電位)と

なる．これに対してすきまでは，もともと溶液が濃縮しやす

い構造であるので，より温和な環境(低 Cl－ 濃度，低電位)

においても腐食(すきま腐食)が発生・成長できる(図4.1

(g))．また濃縮度合いあるいは濃厚溶液の薄まりやすさに

対する腐食深さの影響も小さいので，(すきま腐食電位)＝

(すきま再不動態化電位)が成り立つとされる(図4.1(h))．

こうしたすきま構造は，フランジ接合部やボルト/ナット

等，構造上避けられないことから，実機では大きな問題とな

っている．

すきま腐食が起こる条件を見出すのに再不動態化法(2)(4)

が用いられている．これは，いったん腐食環境を厳しくして

すきま腐食を起こした後，環境を温和化してすきま腐食が停

止する(再不動態化する)条件を決定する，というものであ

る．電位(E)，温度(T)および Cl－ 濃度(C)について求めた

臨界値をそれぞれ再不動態化電位(ER)，再不動態化温度

(TR)，および再不動態化濃度(CR)，という．これより温和

な条件(E＜ER, T＜TR あるいは C＜CR)に持っていけば，す

きま腐食を停止させることができる．すなわち，すきま腐食

の心配をせずに材料を使うことができる．ER 測定法につい

ては，2002年に JIS G 0592として規格化された．

ジェット水流で緯糸を挿入する方式の織機において，ヘル

ドと呼ばれる13Cr ステンレス鋼製部品で腐食が生じたこと

が報告されている(4)．ジェット水流には水道水や地下水が用

いられている．図.は 2 枚のヘルドからなる金属/金属す

きまでの ER と CR の測定結果である．両手法で求めた結果

は同じ直線上に乗っており，再不動態化法によってすきま腐

食の有無の境界が求められることを示している．また，水道

水の条件は測定結果の右上にあり(E＞ER, C＞CR)，当該腐

食損傷は，すきま腐食であることが確認できた．

すきま構造では溶液が濃縮しやすいため，より温和な環境

(低 Cl－ 濃度，低電位)においても腐食(すきま腐食)が発

生・成長する．しかし，すきま間隙が大きくなるとすきま内

溶液と沖合溶液との入れ替えが容易になって，希薄化しやす

くなる．すきま間隙が 10～40 mm を超えると ER が急激に

高くなる(5)ことから，この間隙(10～40 mm)がすきま構造と

しての閾値と考えられる．

.. すきま腐食の発生

304鋼/PMMAすきまにおけるすきま腐食挙動につい

て，デジタルカメラによるその場観察(6)を行い，すきま腐食

部(アノード)がどのように広がって行くかについて検討し

た．観察例を図.に示す．当初すきま内部に溶解点が発生

し(図4.3(a)中の矢印)，この溶解点は開口部方向へ拡大し

た．腐食が開口部付近に到達すると，開口部に沿って回り込

むように進展し，黒色の腐食生成物が生成した．最初の溶解

点を含む SEM 観察(図4.3(b), (c))によると，すきま腐食は

起点となったところで必ずしも深くまで進展するわけではな

く，発生と進展とでおのおの機構が異なっていることが確認

できた．

.. すきま腐食の成長挙動

80°Cの 3NaCl 水溶液中における高純度18Cr14Ni 鋼/ガ

ラスすきまにおけるすきま腐食をその場測定した結果(7)に

よると，成長性画素(PE(II))および再不動態化性画素(PE

(IR))の侵食の経時変化は，以下のようにまとめられる

成長性画素(PE(II))

比較的速い溶解(段階)→臨界深さ(h2＝30～40 mm)→

(遷移段階)→定常成長(段階)

再不動態化性画素(PE(IR))

比較的速い溶解(段階)→臨界深さ(hR＝15～35 mm)→再

不動態化

ここで，h2はすきま腐食の成長性に関する臨界深さであ

る．また，段階の溶解速度(VI)，段階の溶解速度(VII)

のいずれもすきま内位置，すきま奥行き(ジオメトリー)に依

存せず決定できる特性値であると言える．また，VI が電位

に依存しないのに対して，VII は電位依存性が大きいことが

わかった．このことは，段階と段階とは溶解機構を異に
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図4.4 CrCl3 水溶液中の平衡状態図．(文献(8), (9)を編集)
図4.5 すきま内模擬水溶液における pH の近似式．(文献(8)

を編集)
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し，電極電位に依存する場合のすきま腐食特性は段階に求

められること，を示している．

.. 局部腐食部での濃厚溶液

 Cr3＋H2O 系での pH と[Cr3＋]との関係

従来から，ステンレス鋼の孔食やすきま腐食部の濃厚溶液

の pH は Cr3＋ の加水分解反応で決まるとされてきた．CrCl3
は以下のように解離する

CrCl3 → CrCl＋2 ＋Cl－ → CrCl2＋＋2Cl－ → Cr3＋＋3Cl－

(第 1 段) (第 2 段) (第 3 段)

ここで，第 3 段の解離反応は非常に遅く，pH 測定でも値が

安定するまでに 2 週間以上かかることもあった．そこで 500

h 後の値を平衡に達した pH として採用した(8)(9)．実測 pH

と CrCl3 濃度([CrCl3]＝C0)との関係を CrCl3 水溶液中の平

衡状態図中に○で示す(図.(8))．

すきま内液の pH 考察では，次式の反応( 1 )の標準化学ポ

テンシャル(式( 2 ))，あるいは溶解度積([Cr3＋][OH－]＝

10－30.3)(式( 3 ))から計算されてきた

Cr3＋＋3H2O → Cr(OH)3＋3H＋ (1)

pH＝1.52－(1/3) log [Cr3＋] (2)

pH＝3.90－(1/3) log [Cr3＋] (3)

しかし，いずれも pH 実測値と異なった(8)．そこで，

CrOH2＋/Cr3＋ の平衡反応(式( 4 ))を考える．平衡定数は文

献(10)によった

Cr3＋＋H2O → CrOH2＋＋H＋

K1＝[CrOH2＋][H＋]/[Cr3＋]＝10－3.9 ( 4 )

反応式( 4 )について電気的中性条件と質量保存則を考慮し

て，pH は以下のように求められる

pH＝－log{－K1＋(K2
1＋4K1C0)1/2/2} ( 5 )

図4.4中に式( 5 )を併記すると，低濃度側で両者は極めてよ

く一致する．したがって，低濃度側での pH は CrOH2＋/

Cr3＋ の平衡により決定されると考えられる．

次に，CrCl2＋ 安定域での pH を考える．CrCl2＋/Cr3＋ の

平衡は以下の式で表される

Cr3＋＋Cl－ → CrCl2＋

K3＝[CrCl2＋]/[Cr3＋][Cl－]＝2.31(8) ( 6 )

CrCl2＋ 安定域では CrOH2＋ はほとんどがないので，

[CrOH2]＝[H＋]≪[Cr3＋], [CrCl2＋] ( 7 )

が成り立ち，Cr に関する質量保存則および[CrOH2＋]/

[Cr3＋]の平衡は以下のように表される

[Cr3＋]＋[CrCl2＋]＝[CrCl3]＝C0 ( 8 )

K1＝[CrOH2＋][H＋]/[Cr3＋]＝[H＋]2/[Cr3＋]＝10－3.9 ( 9 )

式( 6 )および( 8 )と電気的中性条件，および式( 7 )の条件

を考慮することで，

[Cr3＋]＝{－AC0＋[A2
C0＋4K3C0]1/2}/2K3 (10)

AC0＝(2K3C0＋1), C0＝[CrCl3]

を得る．これを式( 9 )に代入し，

pH＝－(1/2) log (K1[Cr3＋]) (11)

として pH を求めることができる．図4.4中には式(11)も併

記した．高濃度側で pH の測定値は関係式(式( 5 )および式

(11))より大きく低下している．これは，H＋ の活量係数が

大きく増大するためと考えられる(8)(9)．

.. すきま内模擬溶液の pH

モデル計算において pH を推定するためには，すきま内溶

液に相当する溶液の組成と pH との関係を求めておく必要が

ある(8)(9)．304鋼についてのすきま内模擬水溶液における

pH と[CrCl3]との関係を図.(8)に示す．図中には CrCl3 水

溶液における pH と[CrCl3]との関係も併せて示した．濃度

が上がるほど pH が急激に低下するのは，CrCl3 だけでなく

FeCl2 および NiCl2 によって H＋ の活量係数が極めて増大す

るためと考えられる(8)(9)．pH の推定式は以下のように表さ

れる．

pH＝－0.50x＋1.97 (12)

([CrCl3]＜0.03 mol/L)

pH＝－1.09x2－3.90x－0.707 (13)

([CrCl3]＞0.03 mol/L)

x＝log [CrCl3]
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表4.1 塩化物環境下におけるステンレス鋼の SCC 発生状況．

(文献(12)を編集)

図4.6 SCC き裂断面の SEM 像．

図4.7 SCC 試験結果の試験電位に相当する溶解速度(縦軸)と

MgCl2 濃度(横軸)での整理．(文献(14)を編集)

 　　　　　　講義 ノ ー ト

こうした共存イオンの影響については，熱力学データをもと

に H＋ の活量係数(YH＋＝Yall)を算出し，pH を求めることが

可能となってきている(9)．またこれらを使って，発生後のす

きま腐食挙動について，かなり精度よくシミュレーションで

きるようになってきている(11)．

. オーステナイト系ステンレス鋼における塩化物

応力腐食割れ(塩化物 SCC)

.. SCC 発生機構

 SCC の発生形態

オーステナイト系ステンレス鋼は，耐食性だけでなく加工

性に優れ，極低温まで靱性を保持しているので，きわめて広

い範囲の用途がある．しかしその最大の欠点は塩化物環境下

で応力腐食割れ(塩化物応力腐食割れ，塩化物 SCC)を起こ

しやすいことである．応力腐食割れ( Stress Corrosion

Cracking, SCC)は，き裂の進行という形をとる構造材料の

劣化過程である．

表.は，オーステナイト系ステンレス鋼の塩化物応力腐

食割れについて，SCC 発生起点と環境との関係(12)としてま

とめたものである．これによると，実験室加速試験液として

用いられてきた沸騰，濃厚 MgCl2 試験液環境におけるき裂

発生状況は直接貫入型(Type図.(a))である．しかし

ながら，このような酸性環境は，本来ステンレス鋼が使用さ

れるべき環境ではない．実環境で経験される応力腐食割れ事

例のほとんどは局部腐食経由型(Type , Type 図4.6

(b))のものである．川ら(13)あるいは篠原ら(14)によれば，

安定オーステナイト系ステンレス鋼である310S 鋼と15～

35MgCl2 溶液とを組み合わせた系(310S 鋼/MgCl2 溶液

系)においては，これら三種類の起点の異なる SCC を再現で

きる．

 各種因子の影響

310S 鋼/MgCl2 溶液系を用いて，三種類の起点の異なる

塩化物 SCC を発生させつつ，それらの挙動について系統的

に検討した(13)(15)．SCC は，直接貫入型(Type)では s＞

195 MPa で，食孔経由型(Type )では s＞135 MPa で，

またすきま腐食経由型(Type )ではすきまとなる切り欠き

底での応力拡大係数(KI)が KI＞2.5 MPa･m1/2 で，それぞれ

発生した(15)．Typeの下限界応力(195 MPa)は310S 鋼の

0.2耐力(s0.2)＝209 MPa とほぼ等しい．これに対して，

Type の下限界応力(135 MPa)は s0.2 よりかなり小さい

(65程度)．食孔も応力集中部として働くので，口直径

2a，深さ h の食孔を応力と垂直な面に投影して得られる半

楕円形表面き裂とし，食孔底に相当する表面き裂最深点での

KI を算出した．SCC は付与した応力に関わらず，KI＞2.5

MPa･m1/2 で発生した．この SCC 発生のための下限値 KI＝

2.5 MPa･m1/2 は，Type での下限値(KISCC＝2.5 MPa･

m1/2)と等しい．このように，Type と Type の割れ発生

条件は，食孔底あるいは切欠底での KI を用いることで統一

的に整理でき，KISCC＝2.5 MPa･m1/2 である(15)．

また，SCC が発生する十分に大きな力学条件下(Type

s＞195 MPa, Type , Type KISCC＞2.5 MPa･m1/2)で

は，割れ速度は，温度のみに依存し，SCC 発生形態や Cl－

濃度，電位，力学条件(s や KI)によらず一定であることが

確認された(13)(17)．

 SCC き裂発生に関する溶解・割れ両速度競合概念

Type および Type に関する SCC 試験結果を，試験

電位に相当する溶解速度(縦軸)と MgCl2 濃度(横軸)で整理

し(14)，図.に示す．割れ速度は，発生形態，電位，MgCl2
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表4.2 304鋼および316鋼の SCC 臨界温度に関する事例調

査(18)と SCC 試験(19)(21)のまとめ．(文献(16)を編集)

図4.8 SCC 発生について局部腐食発生の有無と温度とで整理

した模式図．(文献(16)を編集)
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濃度のいずれにも依存しないので，図中では斜線ハッチで示

した水平線で表される．

SCC は，「金属が溶解し，かつそこでの割れ速度(C)が溶

解速度(iw)より大きいときに限り」発生する．すなわち，

SCC 発生条件は

iw＜iw＜C

と書け，SCC 発生電位域にいいかえると

ER＜E＜EV

となる．ここで iwは ER 直上の電位での溶解速度溶解速度

の下限値で，脱不動態化維持を保証する溶解速度，および

EV は溶解速度と割れ速度が等しくなる電位である．これを

SCC 発生に関する溶解・割れ両速度競合概念(13)(14)(16)(17)と

いう．

SCC 発生は高温ほど起こり易いことが知られている．表

.は，304鋼および316鋼の SCC 臨界温度について，事例

調査(18) と SCC 試験(19)(21) の結果をまとめたものであ

る(16)．事例調査(18)によれば，SCC 臨界温度Tcこの温度

以下では SCC が生じないは，Cl－ 濃度がおよそ 10 ppm 以

上であれば Cl－ 濃度によらず，304鋼で50°C，および316鋼

で100°Cである．また，SCC 試験によればこの Tc は，304

鋼で40～60°C(19)あるいは50°C(20)(21)であり，316鋼で70

°C(21)である．競合概念に基づき，SCC 発生について局部腐

食発生の有無と温度とで整理した模式図を図.に示す．割

れ速度は，電位に依存しないことから図中では水平線として

表される．まず，電位(E )が ER より低い場合(図中(a) ,

(c))には，き裂発生起点となる成長性局部腐食が発生しない

ことから，SCC は生じない．SCC が発生するのは ER より

電位が高く，き裂発生条件(iw＜C)を満たす電位域である

(図中(b))．C の温度依存性は iwのそれより大きいので，特

定の温度以下では C＜iwとなる(図中(d))．この場合には，

き裂発生条件(iw＜C)を満たす電位域がないため，すきま腐

食は起こるが SCC は発生しない．すなわち，図中(d)のよ

うな関係となる最も高い温度C＝iwとなる温度が SCC 臨

界温度(Tc)である．

.. 塩化物 SCC の進展機構

 冷間加工の影響(22)

従来の研究は，溶体化処理された試験片が使われていた．

しかし，実機では受け入れまま(冷間加工されたまま)で使わ

れていることが多い．そこで，溶体化処理(HT)および受け

入れまま(CW)の304鋼丸棒に80°C，35MgCl2 溶液中

－360 mV で 200 MPa の荷重を付加させ，孔食起点の SCC

を発生させた．両者のき裂長さの経時変化を図.に示す．

溶体化処理材のき裂進展速度は，VHT＝7.0 mm/h であり，

安藤ら(17)の報告 6.5～8.8 mm/h とほぼ等しい．これに対し

て，受け入れまま材のき裂速度は VCW＝16 mm/h と 2 倍以

上に大きくなった．これは冷間加工による金属組織の変化の

影響と考えられ，今後は金属組織学的検討(23)も加えて行く

必要がある．

 電位の影響(22)

SCC き裂内にも試験液が入り，そこでの物質移動が制限

されるから，き裂そのものも腐食すきまとして働くと考えら

れる．そこで，304鋼丸棒に80°C，35MgCl2 溶液中－360

mV で孔食起点の SCC を発生させた後に所定の時間(t(h))

成長させた．続いて電位(E)を所定の値(E＜－360 mV)に変

え，そこで 24 h 保持した．溶体化処理材での結果を図.

にまとめた．－380および－370 mV ではき裂長さは等し
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図4.9 溶体化処理材(HT)および受け入れまま材(CW)の SCC
き裂進展挙動．(文献(22)を編集)

図4.10 SCC き裂進展におよぼす電位の影響(－360 mV×t(h)
→E×24 h)．(文献(22)を編集)

 　　　　　　講義 ノ ー ト

く，－360 mV より大きくなっている．すなわち，この電位

範囲ではき裂は成長し，その成長速度は電位に依存しない．

それに対して，E＜－390 mV ではき裂長さは－360 mV と

等しく，停止している．すなわち，き裂成長にはき裂内部で

の金属の溶解が必要であり，それに伴う pH の低下が生じて

いる．

Masuda(24)は SCC き裂先端部には水素が蓄積しているこ

とを報告しており，金属の溶解に伴う金属イオンの加水分解

反応で生成された H＋ がき裂内部(すきま内部)での還元反応

として H となってき裂表面に吸着し，それが金属内に侵入

してき裂先端に蓄積したと考えられる

H＋＋e－ → H(き裂表面吸着) → H(き裂先端)

き裂成長が水素の侵入，すなわち電気化学反応に依存してい

るにもかかわらず，き裂速度は電位に依存しないとされてお

り，この機構解明も必要である．

. ま と め

すきま腐食および応力腐食割れを中心に，ステンレス鋼の

局部腐食について発生・進展機構を含め解説した．

その場観察や溶液化学的な検討から，すきま腐食の発生か

ら進展に至る過程がかなり解明されてきた．さらに，それら

を利用して，発生後のすきま腐食挙動をかなり精度よくシミ

ュレーションできるようになってきている．とはいえ，実機

の稼働初期においては，すきま内も不動態化しているであろ

うから，不動態状態から『すきま腐食が，いつ，どこで，ど

のように発生するか』というすきま腐食発生の機構解明が今

後の大きな課題となろう．

SCC 発生条件は，「金属が溶解し，かつそこでの割れ速度

(C)が溶解速度(iw)より大きいときに限り発生する」という

「SCC 発生に関する溶解・割れ両速度競合概念」によって説

明できる．き裂成長に対してもき裂内部での金属の溶解が必

要であり，それに伴う pH の低下とき裂先端部への水素の蓄

積が指摘されている．き裂成長が水素の侵入，すなわち電気

化学反応に依存しているにもかかわらず，き裂速度は電位に

依存しないとされており，この機構解明が必要である．ま

た，き裂成長に対しては冷間加工による金属組織の変化も影

響されるので，今後は金属組織学的検討も加えて行く必要が

ある．

. 講義ノートを終えるにあたって

筆者は40年以上にわたって腐食防食の研究に携わってき

た．そうした経験を踏まえつつ，4 回にわたって腐食の基礎

のからステンレス鋼の局部腐食まで解説してきた．省資源の

観点から見て，材料の有効活用につながる腐食防食はますま

す重要になっていく．本稿が，材料の研究に携わっている方

々の参考になり，将来の研究への一助となれば幸いである．

(完)
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図 1 引張試験装置(島津オートグラフ)．

 　　　　　　実 学 講 座

金属材料実験の手引き

2. 特性の計測評価

21 力 学 特 性

211 引張試験 堀 川 敬太郎

. は じ め に

金属材料の基本的な機械的特性を調べるための材料試験と

して引張試験(Tensile Test)があります．本稿では，引張試

験装置の仕組みと装置を使った評価・解析方法，ならびに特

殊な引張試験装置などを概説します．

. 引 張 試 験

 試験装置

一般的な準静的速度の引張試験装置は，試験機筐体，支

柱，クロスヘッド，試験ジグ，ロードセル(荷重計測装置)，

制御装置で構成されています(図)．代表的なクロスヘッド

の駆動方式としては歯車式と油圧式があり，定速試験では歯

車式が多く，荷重を連続的に変動させるような試験(例えば

疲労試験など)では，油圧や空気圧駆動のものが用いられま

す．定速試験で広く使われる歯車式の引張試験機の概念図を

図に示します．試験機全体の構造から，試験材料に付加で

きる最大の荷重容量が決定されます．試験材料に作用する荷

重を計測するロードセルの容量は，試験材料の材料強度(最

大付加荷重)との関係で決定されます．金属材料の引張試験

で用いられるロードセルは，試験片の形状やサイズにも依存

しますが，大学等の研究機関で行われる引張試験の場合で

は，最大容量 100 kN オーダまでのものを使用することが多

いです．引張試験機の荷重の校正方法は JIS B 7721(1)で定

められています．

引張試験ではクロスヘッドの移動速度を一定にして，材料

に引張負荷を与えながら，試験開始時刻から試験片破断時ま

でのロードセルから出力される電圧信号を連続的に取得しま

す．変形速度の可変レンジは試験機ごとに異なりますが，標

準的な準静的引張試験のクロスヘッド速度としては，最大で

も 10 mm/min オーダまでで行われることが多いです．

 引張試験片(1)

金属材料の引張試験に用いる引張試験片は日本工業規格

JIS Z 2241 : 2022，それに対応する国際規格 ISO 68921 :

2019(MOD)に規定されています．形状は板状，棒状，管
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図 2 歯車式引張試験の概念図．

表 1 試験片の分類(1)．

表 2 試験片の使用区分(1)．
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状，円弧状，線状などの試験片が用いられます．対象とする

試験材料の厚さや外径，材質に応じて推奨される試験片が表

のように定められています．機械的特性を正確に求めるた

めに標準的試験片を用いることが推奨されており，それぞれ

の試験片について寸法の規定が定められています．表に示

すように寸法が固定された定型試験片とサイズに応じて寸法

を可変できる比例試験片があります．定型試験片の一例とし

て，板厚 6 mm 以下の板材では図や図に示すような外観

と表に示すような寸法を持つ 5 号や13号試験片が指定さ

れています．ただし，機械的特性の相対比較のために実施さ

れる引張試験の場合では，必ずしも規格通りの試験片を使用

しない場合もあります．その場合でも，試験片肩部への応力

集中の影響を抑えるために，試験片の平行部長さを大きくす

ることや，試験片肩部の曲率半径は大きくすることが望まし

いです．

 試験方法(1)

金属材料の引張試験方法については金属材料引張試験方法

(JIS Z 2241 : 2022, ISO 68921 : 2019(MOD))として室温

(1035°C)での引張試験の手順が決められています．

 引張試験片の準備

前節 22 の中から選択された引張試験片の平行部に事前

に伸びの基準となる評点を設定し，伸び率を計測するため
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図 3 5 号試験片(1)． 図 4 13号試験片(1)．

表 3 試験片の寸法(1)．

図 5 13B 号試験片．

図 6 試験ジグ(手動式くさび型つかみ具)．
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に，標点間距離(L0)をあらかじめ計測します．標点は，ダ

イヤモンドスクライバーあるいはマーカーを用いて罫書き線

として入れます．例えば，図に示す13B 号試験片の場合

では，平行部長さ 60 mm の間に標点間距離 L0＝50 mm を

目標として設定し，その値を測定して記録します．また応力

評価のために試験片の初期断面積を求める必要があるので，

試験片平行部の厚さと幅も計測します．断面積の計測では，

試験片平行部の加工誤差が反映されることがあるため，万能

投影機やマイクロスコープなどを用いて，平行部の複数点で

計測を行い，その平均値を用いることが望ましいです．

 引張試験片の取り付け

引張試験機の制御装置を起動します．制御装置の手動制御

で，引張試験機のクロスヘッド間の距離を調整することで，

引張試験片を取り付けやすくしておきます．その後，試験片

を引張試験機の 2 つのジグに取り付けます．試験ジグには

図に示すような手動式のくさび形つかみ具をはじめ，様々
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図 7 応力ひずみ曲線．
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なタイプが存在しますが，それぞれの取り付け方法の手順書

に従って試験片を設置します．試験片をジグへ装着する間，

試験片には引張，圧縮，曲げ，ねじりなどの負荷がかからな

いように注意を払う必要があります．

 引張試験機の作動

引張試験機の制御装置を起動します．試験制御装置で，ク

ロスヘッドの移動速度 V(mm/s)を設定します．クロスヘッ

ド速度と試験片の標点間距離 L0(mm)より初期ひずみ速度 e·

(s－1)が e· ＝V/L0 として求められます．初期ひずみ速度は，

試験開始直後から 1 秒後の間の平均ひずみ速度に相当しま

す．引張試験中のひずみ速度を求めるためには，試験片の標

点間位置に伸び計を設置することが必要になります．伸び計

は，試験片標点部に直接接触させるタイプや，ビデオ式の非

接触タイプがあります．近年では，伸び計を用いずに，試験

片表面の組織変化を追尾して計測するデジタル画像相関法(2)

が活用される場合もあります．試験制御装置では，通常，試

験機のロードセルから出力される荷重とクロスヘッドの変位

速度，伸び計からの情報が電圧信号で出力されています．そ

れぞれの電圧に対応する荷重と変位の電圧信号を記録しま

す．電圧信号の記録では，データロガーを用いることが一般

的であり，記録速度については，引張試験速度との関係から

設定します．試験速度の大小に応じて，データロガーのサン

プリング速度を変化させる必要があります．クロスヘッド速

度の設定を行った後，試験片周辺の状況を確認した上で，デ

ータロガーの計測と同時に試験機の駆動を開始します．多く

の引張試験機はパソコン(PC)で制御されるため，試験機の

駆動開始は PC からの指令で行います．引張試験を開始する

と，試験片に対する負荷荷重の上昇が確認できます．試験片

が破断したら，試験制御装置を停止させるとともに，データ

ロガーも停止させ，データを保存します．

 データの評価・解析(3)(6)

引張試験で得られる荷重―変位曲線から，試験片寸法とク

ロスヘッド変位の移動量の情報を用いて，応力―ひずみ曲線

に変換します．応力とひずみの表現として，公称応力(sn)，

公称ひずみ(en)(式( 1 ))，および真応力(st)，真ひずみ(et)

の表現(式( 2 ))があります．

sn＝
P
A0

, en＝
L－L0

L0
( 1 )

st＝
P
A

, et＝ln
L
L0

( 2 )

ここで，P は荷重(N), A0, A(mm2)はそれぞれ引張試験前，

試験中の断面積，L0, L はそれぞれ引張試験前，試験中の標

点間距離(mm)，を表します．最大引張応力までの均一塑性

変形の範囲では，以下の体積一定条件(式( 3 ))が成り立ち

ます．

A0L0＝AL ( 3 )

公称応力と真応力，公称ひずみと真ひずみの相互関係は式

( 1 )( 3 )を用いて次式( 4 )( 5 )のように表されます．

st＝sn(1＋en) ( 4 )

et＝ln(1＋en) ( 5 )

引張試験中の塑性変形量の小さい範囲では公称応力(公称ひ

ずみ)と真応力(真ひずみ)の差は小さいですが，塑性変形量

が大きい領域では，その差が大きくなります．なお，1 N の

荷重を 1 mm2 の断面積で割った応力の単位 1 N/mm2 は 1

MPa と等しいため，金属材料の応力換算をする上で便利で

す．

図に一例として代表的な構造用材料である炭素鋼とアル

ミニウムの室温引張試験から得られる典型的な公称応力―公

称ひずみ関係の概略図を示します．いずれの材料でも，引張

試験開始後，負荷応力の小さい範囲では，応力とひずみの関

係は比例関係(フックの法則)を保ち，弾性変形を生じます．

その勾配はヤング率(縦弾性係数)と呼び，E で表されます．

炭素鋼では，その後負荷応力を増加すると応力とひずみの

関係が比例関係から逸脱する点 A が現れます．この点を比

例限と呼びます．比例限からさらに負荷応力を増加させる

と，点 B において極大点が生じます．この極大点 B の応力

は上降伏点と呼ばれます．上降伏点を超えると，応力が点 C

のレベルまで低下します．この点 C の応力を下降伏点と呼

びます．上降伏点は炭素鋼に含まれる炭素原子の転位固着作

用(5)に影響を強く受けるため，同一材料間であっての値のば

らつきを生じることがあります．一方，下降伏点は，転位の

すべり運動を持続する応力であり，個体差のばらつきの影響

は小さいです．したがって，文献等で降伏応力と記載されて

いる場合は，下降伏点のことを指すことが多いです．この下

降伏点は，構造部材として材料を用いる際の設計の基準応力

の 1 つにもなります．点 C 以降，暫く応力は変動しながら

ほぼ一定を保ったままでひずみだけが増加する領域が観察さ

れます．この間に生じる変形を降伏点伸びと呼びます．降伏

点伸びを生じると，試験片の表面では，応力集中の大きい試

験片の掴み部から平行部に遷移する肩部の表面ですべり帯が

発生します．このすべり帯は一般にリューダースバンドと呼

ばれます．このリューダースバンドが試験片平行部全体に伝

播すると，それ以降，試験片全体が均一的に塑性変形するこ
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図 8 くびれ発生時の試験片の模式図．(a) くびれ発生直前，

(b) くびれ発生直後．
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とになり，点 D 以降で再び応力の増加が生じます．点 D か

ら点 F に至る領域では試験片は体積を一定に保持したまま

塑性変形を生じており，均一塑性変形領域と呼ばれます．

均一塑性変形領域の応力―ひずみ関係を表現する構成式は

いくつか存在しますが，よく用いられる構成式に式( 6 )で

表される真応力と真ひずみを用いた n 乗硬化則があります．

st＝Cen
t ( 6 )

ここで n は加工硬化係数(Work Hardening Coefficient, n

value)と呼ばれます．n 値が大きいとその材料は加工硬化の

程度が大きいことを意味します．また C は材料定数です．n

値の求め方は規格 JIS Z 2241 : 2022で定められています．

具体的には，降伏点伸びの終点から最大荷重点に達するまで

の公称応力と公称ひずみを 5 点以上計測します．これらの

測定値を式( 4 )( 5 )を使って真応力と真ひずみに換算し，

式( 6 )に代入することで，n 値を求めることができます．

最大荷重点 F における応力を引張強さ(Tensile Strength,

sB)あるいは最大引張応力(Ultimate Tensile Stress, UTS)

と呼びます．最大引張応力以降では，試験片の平行部にくび

れ(ネッキング)を生じることで，塑性変形が均一変形から局

部変形に移行します．くびれが発生する前後の引張荷重の負

荷状況は図の模式図のように考えることができます．局所

的に変形が生じて，試験片の平行部の長さ L が L＋dL(dL

＞0)となり，断面積が A＋dA(dA＜0)に減少したとしま

す．一方，この領域の変形を継続させるために真応力が st

から st＋dst と増加したとしますと，くびれ発生(塑性不安

定)条件を式( 7 )の関係のようにすることができます．

(st＋dst)(A＋dA)stA ( 7 )

式( 7 )において，微小寸法の積の項を無視することで，塑

性不安定条件は式( 8 )と表されます．

Adst＋stdA0 ( 8 )

一方，式( 2 ), ( 3 ), ( 8 )を用いると，塑性不安定条件は真

応力と真ひずみを用いた関係式( 9 )として表現できます．

dst

det
st ( 9 )

一方，n 乗硬化則( 6 )の両辺を et で微分すると，

dst

det
＝nC

en
t

et
＝n

st

et
(10)

と表せます．

式( 9 )と式(10)を関係づけることによって，塑性不安定

を生じる際の真ひずみ etが加工硬化係数 n と等しくなるこ

とがわかります(式(11))．

et＝n (11)

すなわち，加工硬化係数 n が大きい材料ほどくびれが発生

しにくくなり，大きな均一塑性変形能を持つことがわかりま

す．

局部変形段階では，試験片内部で破壊の起点となる空洞

(ボイド)が形成されることで，体積一定での変形から逸脱

し，くびれを生じた材料内部では応力状態が単軸から 3 軸

状態に遷移します．くびれを生じる局部変形段階に移行する

と，その後の塑性変形領域がくびれ部に集中するとともに，

材料内部ではボイドが成長・合体することで，荷重を保持す

るための有効断面積が更に減少し，その部位で最終破断に至

ります(図 7 の点 G)．このとき荷重が急低下する際の荷重

(Pf)を初期段面積(A0)で除した応力の表現を公称破断応力

(sfn)，試験片の真の破断面積(Af)で除した応力を真破断応

力(sft)と呼びます．それぞれの応力は式(12)(13)で表され

ます．

sfn＝
Pf

A0
(12)

sft＝
Pf

Af
(13)

なお，真の破断面積 Af を正確に求めるためには，光学顕微

鏡や走査型電子顕微鏡などを用いて破断後の表面積を計測し

ます．破断後の試験片の断面積 Af と初期断面積 A0 から，

くびれの大きさは次の式(14)で表します．

RA()＝
A0－Af

A0
×100 (14)

この値は絞り，あるいは断面減少率(Reduction in area, RA

())と呼ばれ，局部変形量が大きい試験片ほど大きな値と

なります．

試験片が破断した後，分離した 2 つの試験片の平行部表

面の標点間距離を付き合わせて，破断伸び(Lf－L0)を求めま

す．破断ひずみ ef は，破断伸び(Lf－L0)を初期標点間距離

L0 で除した次式(15)より求めます．

ef＝
Lf－L0

L0
(15)

以上は，炭素鋼の室温引張試験を想定した解析の手順になり

ます．炭素鋼では，弾性変形から塑性変形に移行する際に上

降伏点や下降伏点，降伏点伸びなどが見られますが，ほかの

金属材料(アルミニウムや銅など)では，必ずしもそのような

応答は見られない場合が多いです．このように弾性変形から

塑性変形への遷移点を決定づけるのが困難となる場合は，弾

性変形の応力―ひずみ線図の傾きの直線を基準として図に

示すように0.2のオフセットひずみ分だけ平行移動させて
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図 9 0.2耐力の求め方(オフセット法)．

図10 SSRT 結果の一例(アルミニウム合金)(6)．DNG乾燥

窒素中，RH 90，相対湿度90大気中．

図11 環境制御型，水素検出機能付き．低速(低ひずみ速度)

引張試験装置(SSRT)の模式図(7)．
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応力ひずみ線図と再び交わる点の応力の大きさを0.2耐力

(s0.2, 0.2 Proof Stress)として表現します．0.2耐力は，

炭素鋼のような上下降伏現象がみられない金属材料の降伏応

力を表します．

. 特殊な引張試験

前章までに説明した内容は，一般的な金属材料を対象とし

た室温大気環境かつ準静的速度の引張試験とその解析の方法

です．一方，材料が実際に使用される環境での機械的特性を

保証するためには，それに即した試験環境を模した特殊引張

試験が実施される場合もあります．ここでは，試験速度を変

えた特殊引張試験について簡単に紹介します．

 低速(低ひずみ速度)引張試験(7)(8)

前章で説明した引張試験では，ひずみ速度域として概ね

10－4～10－1 s－1 程度までの範囲で行われます．それよりも

遅い速度で引張試験を行うと，試験時間が長くなることで，

材料表面が試験環境と接触する時間が長くなり，引張特性に

対する環境雰囲気の影響(環境特性)を抽出することができま

す．歯車駆動型の引張試験装置の減速比を大きくした試験装

置に低ひずみ速度引張試験装置(Slow strain rate testing,

SSRT)があります．SSRT は水素脆性や応力腐食割れの加

速試験としても用いられる試験でもあります．SSRT の作動

の基本原理や荷重や変位の計測の方法については，前章で紹

介した試験方法と同様です．低ひずみ速度引張試験で設定さ

れるひずみ速度の範囲は概ね 10－5 s－1 オーダ以下です．図

にアルミニウム合金の SSRT の一例(公称応力―公称ひず

み関係)(7)を示します．高強度の7075T6 アルミニウム合金

(AlZnMg 系)は，ひずみ速度 10－7～10－6 s－1 で SSRT を

行うと，試験環境の相対湿度が90と高い場合に，破断ひ

ずみが大きく低下することがわかります．一方，中強度の

6061T6 アルミニウム合金(AlMgSi 系)では，そのような

変化はみられません．これらの比較より，7075T6 合金の

SSRT では，試験環境中に含まれる水蒸気成分が合金表面に

影響を及ぼすことで引張特性を低下(環境脆化)させているこ

とがわかります．またこの両合金の比較から，合金の種類に

よって，環境脆化の感受性が異なることもわかります．この

SSRT 法では，環境条件を変えることが可能であり，他の計

測法とも組み合わせることも容易です．図は著者が開発し

た SSRT に対して試験環境を制御できる密閉試験容器と水

素検出器，表面観察装置を組み込んだシステムの一例(8)で

す．図に示すように，AlZnMg 系合金を湿潤 Ar ガス環

境で SSRT(ひずみ速度3.3×10－6 s－1)を行うと，塑性変

形中に合金表面で発生した水素が内部に侵入することで表面

亀裂発生を促進し，破断ひずみの低下(水素脆性破壊)を生じ
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図12 SSRT 結果と水素放出検出例(7075T6 アルミニウム合

金)(7)．(ac) 乾燥アルゴン中，(df) 湿潤アルゴン中，

(a, d) 応力ひずみ線図，(b, e) 破壊時の水素放出，(c,
f) 変形中の水素放出の拡大図．

図13 高速(衝撃)引張試験装置の外観．(スプリット・ホプキ

ンソン棒(SHPB)法)．

図14 高速(衝撃)引張試験装置の模式図(SHPB 法)(10)．
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させていることがわかります(7)．なお，合金表面での水素の

発生は SSRT の過程で表面露出したアルミニウム新生面が

環境中の水分と反応して酸化することで生じます．

 高速(衝撃)引張試験(9)(11)

前節までに紹介した準静的速度の引張試験では，変形速度

が小さく，慣性力の影響を無視できるため，試験片とロード

セルを直列に配置して負荷する方法で，簡便に荷重を測定す

ることができます．しかしながら，変形速度が大きく，試験

片に対するひずみ速度が約 102 s－1 以上，すなわち衝撃的な

試験になると，慣性力の影響を強く受けるため，ロードセル

を使った計測が困難になります．ロードセルを用いずに精度

良く高速での引張試験を可能とする方法にスプリット・ホプ

キンソン棒(Split Hopkinson Pressure Bar, SHPB)法があり

ます．この方法では，試験片に接続された 2 本の細長い弾

性棒を応力測定のためのセンサーとして用いることで，精度

よく衝撃引張試験を行うことができます(9)．JIS 規格JIS

Z 2205 : 2019「スプリット・ホプキンソン棒法を用いた高

変形速度試験方法」，として手順が定められています．

SHPB 引張試験機の外観と全体構造の模式図を図と図

にそれぞれ示します．この SHPB では，弾性棒の中を伝播

する応力を縦波(応力波)として捉え，1 次元の弾性波伝播理

論を用いることで，応力，ひずみ速度，ひずみの測定ができ

ます(10)．

図に SHPB 引張試験装置の弾性棒内のひずみパルス伝

播の関係図(x―t 線図)を示します．空気圧などで加速され

た打出し管が入力棒の端部に設けたヨークに衝突すると，入

力棒に持続時間 2L/C0(L打出し管の長さ，C0縦波の伝

播速度)のひずみパルス(入射波ei)が伝播します．入射波

が試験片の左端に到達すると，この一部は試験片内部に伝わ

り，残りのひずみパルスは入力棒に反射(入射波er)しま

す．試験片に伝わったひずみパルスは試験片を変形させなが

ら右端に到達し，一部は出力棒に透過(透過波et)し，残り

は反射されます．この反射したひずみパルスは試験片の左端

に到達すると，再び一部が試験片に反射し，残りは入力棒に

伝播することになります．弾性棒内の縦波の伝播は一次元の

波動方程式を用いて，式(16)のように表すことができます．

&2u
&t2

＝c2
0
&2u
&x2

(16)

ここで u は棒の軸座標に沿った変位を表します．変位
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図15 SHPB 引張試験における弾性棒内のひずみパルス伝播

の模式図．

図16 SHPB 引張試験における 2 本の弾性棒(入力棒と出力

棒)の間の挟まれた試験片の概略図．

図17 応力棒を伝播する応力波の計測例(SHPB 法)(10)．

図18 高速(衝撃)引張試験片(SHPB 法)(10)．
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u(x, t)の一般解は，ダランベールの解法により式(17)のよう

に表すことができます．

u(x, t)＝f(x－c0t)＋g(x＋c0t) (17)

ここで，f, g は任意の関数で，初期条件と境界条件により

決定されます．右辺の第一項は右に進行する変位波，第二項

は左に進行する変位波を表します．

公称ひずみは，定義より次式(18)のように表されます．

e(x, t)＝
du
dx

＝{f′(x－c0t)＋g′(x＋c0t)}＝ei＋er (18)

引張ひずみパルスの伝播において，試験片の両端での変位 u

は入出力棒内を伝播する入射，反射，透過の各ひずみパルス

によって，それぞれ式(19)(20)のように表示できます．

u1(t)＝c0f
t

0
[ei(t)－er(t)]dt (19)

u2(t)＝c0f
t

0
et(t)dt (20)

変位 u の添字 1 は図の試験片の左端，添字 2 は右端を示

します．式(19)はひずみ波頭を一致させて重ね合わせてい

ます．試験片内の公称ひずみ，公称ひずみ速度は定義から次

式(21)(22)のように表されます．

e(t)＝
u1(t)－u2(t)

ls
＝

c0

lsf
t

0
[ei(t)－er(t)－et(t)]dt (21)

e· (t)＝
c0

ls
[ei(t)－er(t)－et(t)] (22)

ここで ls は試験片の標点間距離を表します．試験片の両端

に作用する軸荷重 P は式(18)に基づき，次式(23)(24)のよ

うに表されます．

P1(t)＝AE[ei(t)＋er(t)] (23)

P1(t)＝AEet(t) (24)

試験片内の平均公称応力は次式(25)となります．

s(t)＝
P1(t)＋P1(t)

2As
＝

AE
2As

[ei(t)＋er(t)＋et(t)] (25)

ここで As は試験片平行部の段面積を表します．試験片内の

応力，ひずみ状態が一様であるには，試験片両端の軸荷重が

一致するこることが必要です．すなわち，P1(t)＝P2(t)が成

立することが必要条件となります．式(23) (24)から，式

(26)が得られます．

ei(t)＋er(t)＝et(t) (26)

したがって，式(26)が成立するならば，式(21) (22) (25)よ

り，ひずみ，ひずみ速度，応力を次式(27)(29)のような簡

単な形で表すことができます．

e(t)＝
2c0

lsf
t

0
[ei(t)－et(t)]dt (27)

e· (t)＝
c0

ls
[ei(t)－et(t)] (28)

s(t)＝
AE
As

et(t) (29)

式(29)を元に描いた公称応力―時間曲線の計測例(11)を図

に示します．なお，SHPB 衝撃引張試験では，入射波，反

射波，透過波のデータから式(26)の条件が満たされている
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図19 SHPB 引張試験結果の一例(ステンレス鋼)(10)．
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必要があります．ひずみパルスの計測は，応力棒表面に添付

したひずみゲージで行います(図14, 15参照)．主に箔ゲージ

で行いますが，透過波は応力棒と試験片の断面積比や試験片

の材料強度によっては，非常に小さい値になるため，ゲージ

率の高い半導体ひずみゲージを用いる場合もあります．

SHPB 衝撃試験での試験片形状についは， JIS Z 2205 :

2019に準拠した丸棒あるいは板状の試験片が使用できます．

SHPB 試験用の丸棒試験片の例(11)を図に示します．前章

で紹介した準静的引張試験片と比べると，サイズが小型であ

ること，応力波伝播の分散を抑制するために，試験片の肩部

半径が 1 mm と小さいことなどが SHPB 試験片の特徴にな

ります．この試験片を使って行われた SHPB 引張試験結果

をもとに，式(27)(29)を合わせて整理された公称応力―ひ

ずみ曲線(11)は図のようになります．高速引張変形特性が

得られるとともに，変形中の公称ひずみ速度変化も計測でき

ます．応力やひずみに対する機械的特性の評価については，

前章で説明した準静的引張試験と同様の手法が適用できます．

. お わ り に

本稿では，標準的な金属材料の引張試験とその評価・解析

法を概説しました．手順の詳細については，最新の JIS 規格

ハンドブック(1)を参照ください．また後半では試験速度を大

きく変えた特殊引張試験についても紹介しました．特殊引張

試験については，ここで紹介したものの他に，例えば，電子

顕微鏡内(SEM, TEM)で実施される微小引張試験(12)(13)，

高エネルギー X 線計測と組み合わせた引張試験(14)(15)，超高

真空環境(16)や高圧環境中(17)での引張試験，多軸の引張試

験(18)，など様々なものが考案されています．そのような特

殊引張試験機に興味を持たれる方は，それぞれ関連の文献や

専門書籍を参照ください．
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図 1 灘浜サイエンススクエアの外観．

図 2 銑鋼一貫製鉄に関する展示．

図 3 鉄鋼製品に関する複数展示．手前にあるのはエコーバ

ネである．
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灘浜サイエンススクエア(神戸市)

文責神戸大学 池 尾 直 子
(2023年 2 月訪問)

今回は，神戸市灘区にある灘浜サイエンススクエアを紹介

する(図)．灘浜サイエンススクエアは，「製鉄・発電・エ

ネルギー・環境」をテーマに，遊びながら現象の不思議さを

体感し科学に対する好奇心を育む場として，2004年に株式

会社神戸製鋼所が神戸線条工場に隣接した地に設立した地域

交流施設である．当施設は，メインとなる屋内の展示室に加

え，屋外には草木や池といったビオトープが設置されてお

り，上述の 4 つのテーマを結ぶ科学の広場として，小学校

高学年を中心に小さい子供から高齢者まで幅広い年代まで楽

しむことができる施設となっている．

メインとなる展示室は「製鉄とエネルギー」・「環境」・「発

電とエネルギー」・「エナジータワー」のゾーンに分かれてい

る．展示室の入り口には，本施設でカギとなる鉄鉱石と石炭

の実物が展示されており，鉄鉱石がどのように鉄になるの

か，また石炭と電気がどのようにつながっているのかを問い

かけることで，来館者の興味を惹きつけている．展示の中心

となる「製鉄とエネルギー」ゾーンでは，「鉄ができるまで」

と称して，モデルと映像を使いながら銑鋼一貫製鉄の流れを

わかりやすく説明している(図)．当施設に隣接する神戸線

条工場は近隣の神戸製鋼所加古川製鉄所から半製品の供給を

受け，ばねやボルトなどの材料となる線材や棒鋼に圧延する

工程を行う工場として稼働しているが，2017年までは高炉

を擁し，銑鋼一貫製鉄を行う神戸製鉄所として稼働してい

た．現在高炉は休止されているが，かつての高炉を含む神戸

製鉄所のミニチュア模型も展示されており，銑鋼一貫製鉄に

必要な建物や工場の広大さを一目で実感することができる

(2023年度中のリニューアルにともない展示変更予定)．さ

らに，神戸線条工場で作られている棒鋼や線材の実物や，そ

れらが自動車のどの部分に使用されているかが一目でわかる

スケルトンモデルも設置されており，材料としての鉄に興味

を惹かれる展示となっている．このゾーンには，鉄鋼の様々

な性質を体験しながら理解することができる10程度のブー

スも設置されている(図)．糸電話の糸を鉄のバネに変える

ことで音が長時間伝えることができることを体験できる「エ

コーバネ」や，鉄の棒の長さが変わることで振動の仕方が変

わり音の高さの変化を実感できる「鉄楽器」，温度を上昇さ

せて鉄が赤熱する様子を見学できる「温度と色」等，ゲーム

感覚で「鉄の様々な性質」を目の当たりにすることができる

ため，子供たちにとっては鉄に興味を持ってもらう良い機会

になるのではないだろうか．

もう一つ展示の中心となっている「発電とエネルギー」ゾ

ーンでは，神戸発電所の説明をはじめとして，電気について

わかりやすく展示されている．一例として，磁場の中で電線

を動かしたり，電線の周りで磁石を動かしたりすることで電

気が発生する現象について，ハンドルを回すと電球が光る仕

掛けを使って体験してもらうことで理解を促進している．ま

た，一定時間ハンドルを上下することで発生する電気の量を

競う展示もあり，電気についてもゲーム感覚で学ぶことがで

きる．
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図 4 金属(鉄・アルミニウム・ステンレス鋼・銅・チタン)

に関する体験コーナー．

 　　　　　　科学館めぐり

g科学館で見つけた金属材料“鉄の鑑定テーブル”

「製鉄とエネルギー」ゾーンの展示の一つに「鉄の鑑定テ

ーブル」という体験コーナーがある(図)．このコーナー，

鉄・アルミニウム・ステンレス鋼・銅・チタンの 5 種類の

金属が準備されており，重さ・電気の流れやすさ・さわった

感触・叩いた時の音の違い・磁石に対する反応という 5 つ

の実験をすることで，どれが鉄なのかを当てる，といったも

のだ．例えば電気の流れやすさでは「鉄はチタンよりも電気

を流しやすい」「いちばん電気を流しにくいのはステンレ

ス」「アルミニウムは銅の半分くらいだよ」といったヒン

トが書かれており，一つ一つの金属にテスターを当てること

で，それぞれの金属が何なのかを紐解いていく．子供達にと

っては，金属といってもたくさんの種類があること，またそ

れらの性質がすべて異なることを，楽しみながら実感するこ

とができるであろう．この展示に限らず，本施設の特徴は解

説や説明を最小限に抑えている事である．「工夫する楽しさ」

「挑戦するおもしろさ」「発見する喜び」があふれる体験型展

示となっており，説明を読んで理解するのではなく，目の前

の現象を自分自身でしっかり考えながら科学に触れることが

可能であり，子供に「自ら考える」ことを学ばせるのにうっ

てつけの施設である．もちろん見ただけでは使い方や遊び方

が難しい展示もあるため，不思議や疑問のヒントがたくさん

書かれている「ヒントの本」(100円で販売，神戸市発行の

「のびのびパスポート」所有者は無料)も考える一助として準

備されている．他にも小学校低学年でも楽しめる物理系実験

教室や小学校高学年から大人までを対象とした科学実験講座

が土日を中心に開催されており，世代問わず科学の楽しさに

触れることができる施設となっている．是非ご家族・友人と

足を運んでいただきたい．

(2023年 2 月17日受理)[doi:10.2320/materia.62.253]

灘浜サイエンススクエアへのアクセス

(〒6570863 神戸市灘区灘浜東町 2)

＊阪神電車「大石」駅から南へ徒歩約12分

＊JR 神戸線「摩耶」駅から南東へ徒歩約20分，「六甲道」

駅から南西へ徒歩約25分

URL

https://www.kobelco.co.jp/nadahama/science/index.html

◇ ◇ ◇
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図 1 ヌメリツバタケ(採取地宮崎県五ヶ瀬町)．(オンライン

カラー)

図 2 継代培養の様子．(オンラインカラー)

図 3 寒天培地での菌糸の成長．(オンラインカラー)

図 4 菌糸成長の様子．(オンラインカラー)
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おがくず培地における

ヌメリツバタケの子実体形成

宮崎県立宮崎北高等学校 3 年

石oひなた 加藤実莉 佐々木星空 水元菜南

. は じ め に

私たちは，宮崎県に自生するヌメリツバタケ(Mucidula

mucida)というキノコの子実体[菌糸が胞子形成をするため

に作る，複合的な構造]形成を研究しています．ヌメリツバ

タケは晩春から秋にかけて照葉樹林の倒木に生息し，傘に粘

性(ぬめり)があり，柄につばがついた形状をしているためヌ

メリツバタケと呼ばれています(図)(1)．宮崎県の山間部で

は餅のようなキノコを意味する「モチナバ」の愛称で親しま

れ，みそ汁などに入れて食べられています．

ヌメリツバタケの研究を始めた動機は，栽培方法が確立し

ていないヌメリツバタケの栽培方法を見つけ出し，宮崎県の

特産品として市場に出回らせることで，宮崎県のキノコ産業

を宣伝できると考えたからです．キノコの栽培にはキノコの

種となる種
しゅ

菌
きん

の獲得と子実体形成の 2 つのステップがあり

ます(2)．本研究では先輩の残したヌメリツバタケの種菌をお

がくず培地に 植菌
しょっきん

して，先輩たちが達成していない子実体

形成を目的としました(3)．今回は，寒天培地を用いた種菌の

継
けい

代
だい

培
ばい

養
よう

[培養容器内で増殖した細胞を，新しい容器に移し

替えて，継続して培養すること]とおがくず培地を用いた子

実体形成に分けて報告します．

. 寒天培地を用いた種菌の継代培養

まず，おがくず培地に植菌するための種菌となる菌糸を継

代培養しました(図)．継代培養の種菌として，本校卒業生

が残したヌメリツバタケ野生株から得た菌糸を使用しまし

た．クリーンベンチの中でポテトデキストロース寒天(Pota-

to Dextrose Agar, PDA)培地に菌糸を植菌し，8 サンプル作

製しました．植菌済みの寒天培地を26°Cに設定した低温培
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表 1 おがくず培地の配合質量比率．

図 5 簡易装置による対処前の湿度と温度．(オンラインカラー)

図 6 簡易装置による対処後の湿度と温度．(オンラインカラー)

 　　　　　　スポットライト

養器に入れた後，菌糸が直径 85 mm に広がるまで観察しま

した．その結果，菌糸の成長速度に大きな差がみられました

(図)．観察したところ，成長が早い菌糸は，菌糸の層が薄

く，寒天が黄色を帯びていました(図)．同じ条件で菌糸を

観察したにもかかわらず，成長に大きく差が見られたため，

環境以外にも原因があると考えました．今回の実験で菌糸の

成長速度に差が見られたのは，植菌する菌糸の質量を一定に

できていなかったからではないかと考えました．

. おがくず培地を用いた子実体形成

次いで，おがくず培地を用いて子実体の形成実験を行いま

した(4)．おがくずは最外径約 2 mm と 5 mm の異なる大きさ

のおがくずを準備しました．おがくずと栄養源として米ぬか

を表の割合で混ぜ合わせ，蒸留水を適量加えた後，キノコ

栽培バッグに入れて固めました．おがくず 2 mm とおがくず

5 mm，米ぬかの比率が 112 の培地をおがくず培地◯と

し(表 1)，比率が 113 の培地をおがくず培地◯としまし

た．固めたキノコ栽培バッグを121°Cで 150 min オートクレ

ーブで保持しました．クリーンベンチ内で継代培地後の寒天

培地から菌糸を 20 mm 四方で切り取り，おがくず培地に植

菌しました．これを20°Cに設定した低温培養器に入れ，菌

糸の広がりを観察しました．約 1 か月後におがくず培地◯

に子実体が形成しました．子実体は傘の部分が茶色く，裏側

が白くふわふわとしていました．しかし，子実体が成長しき

る前にしおれたので子実体の特徴からはヌメリツバタケとは

断定できませんでした．ヌメリツバタケの子実体形成には湿

度を90以上の高湿度に保たなければなりませんが，低温

培養器内の湿度と温度を測定したところ，低温培養器内で換

気が行われており湿度や温度が一定に保たれていませんでし

た(図)．そのため，子実体が成長しきる前にしおれた可能

性があります．そこで，低温培養器内の湿度と温度を一定に

保つために発泡スチロールに水を入れて蓋をつけた簡易装置

を作成しました．発泡スチロール内の湿度と温度を測定する

と温度が一定となり，湿度は90以上の高湿度に維持する

ことができました(図)．現在は，発泡スチロール製の簡易

装置内のおがくず培地で菌糸を培養し，高湿度で子実体が形

成されるか調査しています．また，低温培養器で保存してい

た 6 つのおがくず培地のうち，偶然日光が当たっていた 1

つの培地からのみ子実体が形成していたことから子実体の形

成には光による刺激が関係すると考えているので，今後これ

についても調査を進めていきたいです．

. さ い ご に

今回の研究では，実食できるヌメリツバタケは得られませ

んでした．培地のおがくずと米ぬかの比率や培養条件の検討

が必要だと考えます．

今回の金属学会では様々な分野の発表をみることや異分野

の研究者に向けて発表をすることができました．その中で，

おがくず培地への添加物として，椎茸に多く含まれるカリウ

ム塩を加えるアイデアをいただきました．異分野間の交流が

なければ気が付かない視点であり，大変有意義な発表となり

ました．

文 献

( 1 ) 黒木秀一宮崎のきのこ，鉱脈社，(2015), 252.
( 2 ) 大賀祥治九州大学農学部演習林報告，85(2004), 1145.
( 3 ) 田村優太，岩堀勝樹，吉野里哉，永迫誠心令和 2 年度科学

探究論文集，(2020), 2329.
( 4 ) 北本 豊日本応用きのこ学会誌，5(1997), 511.

(2022年 7 月22日受理)[doi:10.2320/materia.62.255]
(連絡先〒8800124 宮崎市新名爪4567)
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第回定時社員総会開催案内

第87回定時社員総会を下記の通り開催いたします．

社員総会の構成員は定款上の社員である「代議員」となります．

日 時 年月日(金) ～

場 所 エッサム神田ホール 1 号館(東京都千代田区神田鍛冶町 322)および web

報告事項

1. 2022年度事業報告及び事業報告の附属明細書の報告の件

協議事項

第 1 号議案 2022年度決算承認の件

第 2 号議案 2023, 2024年度代議員選任の承認の件

第 3 号議案 2023, 2024年度理事および補欠理事一括選任の承認の件

第 4 号議案 2023, 2024年度理事および補欠理事の選任の件

第 5 号議案 2023, 2024年度監事の選任の件

第 6 号議案 定款改訂の件

第 7 号議案 会員に関する規程改訂の件

問合先 (公社)日本金属学会  0222233685 Email: secgnl＠jimm.jp

今後の講演大会開催予定

2023年秋期(第173回)講演大会

日程 2023年 9 月19日(火)～22日(金)

会場 富山大学五福キャンパス(予定)

(まてりあ 5 号会告予定)

2024年春期(第174回)講演大会

日程 2024年 3 月12日(火)～15日(金)

会場 東京理科大学葛飾キャンパス(予定)

2024年秋期(第175回)講演大会

日程 2024年 9 月17日(火)～20日(金)

会場 大阪大学豊中キャンパス(予定)
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第回技術賞，第回増本量賞，第回谷川・ハリス賞，
第回功績賞，第回研究技能功労賞受賞候補者推薦依頼

～Web フォームによる推薦です～

技術賞，増本量賞，谷川・ハリス賞，功績賞，研究技能功労賞の各受賞候補者の推薦をお願いいたします．本会では多数の

優秀な候補者を表彰し奨学に資したいという考えから，広く一般会員からの推薦(3 名連名の正員)を求めております．下記要

領により積極的にご推薦下さい．

推薦を求める賞(2024年 3 月に受賞予定)

技 術 賞(第回) 増 本 量 賞(第回) 谷川・ハリス賞(第回)

功 績 賞(第回) 研究技能功労賞(第回)

推薦締切 各賞共通 年月日(金)

候補者 各賞共通 個人を対象とします．

推薦資格 各賞共通 本会代議員※1 名または，正員 3 名による推薦

※2021年・2022年度代議員の方は2023年 4 月21日までにご推薦下さい．

推薦方法 Web フォームより推薦内容を入力下さい．

問合先 〒9808544 仙台市青葉区一番町 11432

(公社)日本金属学会 各種賞係  0222233685 FAX% 0222236312

Email: award＠jimm.jp

■第回技術賞 推薦要領

主 旨 金属およびその関連材料に関する工業技術の進歩

発展に貢献した者に授賞するものです．受賞対象

者は所属および年齢に制限が設けられております．

候補者の対象 年の月日時点で歳以上かつ勤務先

が民間企業の研究者・技術者．

推薦資格 本会代議員 1 名または，正員 3 名による推薦

推薦方法 下記 URL の推薦フォームにより入力して下さい．

. 推薦フォーム

推薦者資格を選択する．

入力項目は，全て必須．

最終学歴卒業年次および学校名(学部名)を入力，ま

た，大学院修了者は修了年次と大学名も併せて入力す

る．

本会活動への貢献本会の委員会，シンポジウム企

画，セミナー企画，論文投稿等の活動実績を300字以

内で入力する．

. 業績の大要と推薦理由 1,000字以内にまとめ，入力

する．

. 論文リストおよび特許リスト

◯論文リスト特に主要な論文を「原著論文」「解説論

文」「国際会議論文」に分別し，論文題目，発表誌名，

巻号頁，全ての著者を入力する．

◯特許リスト特に主要な取得済特許の番号，題目，発

明者，登録日を入力する．

審査基準 この賞の審査基準は，下記の通り

 工業技術の改良進歩などに大きな業績を残したか

 工業技術の改良進歩などに大きく貢献する特許を取得

したか

 有用な技術を実用化したか

 その技術の社会への影響度は大きいか

 その技術は社会に広まっているか

登録完了 推薦者のメールアドレス宛に登録完了通知を送信

します．

推薦締切 年月日(金)

推薦 URL https://gijutsushou.jim.or.jp/entry

■第回増本量賞 推薦要領

主 旨 機能材料分野で卓越した新素材の創出または発見

により貴重な研究業績を挙げて同分野の学理また

は技術の進歩進展に貢献することが大であると認

められた者に授賞するものです．受賞対象者には

年齢制限が設けられております．

また，谷川・ハリス賞と同時に受賞することはで

きません．

候補者の対象 年の月日時点で歳以上の研究者．

推薦資格 本会代議員 1 名または，正員 3 名による推薦

推薦方法

. 推薦フォーム

推薦者資格を選択する．

入力項目は，全て必須．

最終学歴卒業年次および学校名(学部名)を入力，ま

た，大学院修了者は修了年次と大学名も併せて入力する．

本会活動への貢献本会の委員会，シンポジウム企

画，セミナー企画，論文投稿等の活動実績を300字以

内で入力する．

. 業績の大要と推薦理由 1,000字以内にまとめ，入力

する．

※候補者の業績が，過去に候補者が受賞した谷川・ハリス賞

と同一の業績と認められる場合は候補者となりません．
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. 論文リスト ページのヘッダに候補者名および勤務先

名を明記し，特に主要な論文を「原著論文」「解説論

文」「国際会議論文」に分別し，計20編以内を選び，

論文題目，発表誌名，巻号頁，全ての著者を入力する．

審査基準 この賞の審査基準は，下記の通り

 機能材料分野で卓越した新素材の発明・発見をしたか

 当該分野で学理または技術の進歩発展に貢献したか

 当該分野で学術上の意味が大きい論文を発表したか

 当該分野で効果が大きい重要な発明をしたか

 金属学会の活動に貢献しているか

登録完了 推薦者のメールアドレス宛に登録完了通知を送信

します．

推薦締切 年月日(金)

推薦 URL https://masumoto.jim.or.jp/entry

■回谷川・ハリス賞 推薦要領

主 旨 次の各号に該当する優れた研究業績で構造材料分

野または高温プロセスに関連する金属および関連

材料分野の学術または工業技術の発展に貢献する

ことが大であると認められた者に授賞するもので

す．受賞対象者には年齢制限が設けられておりま

す．

また，増本量賞と同時に受賞することはできません．

鉄鋼，非鉄等金属の製錬・精錬

金属材料の熱処理に関連する研究

金属および非金属の耐熱材料に関する研究

構造材料分野またはその他高温プロセスにおけ

る金属学に関する工業的あるいは基礎的研究

候補者の対象 年の月日時点で歳以上の研究者．

推薦資格 本会代議員 1 名または，正員 3 名による推薦

推薦方法

. 推薦フォーム

推薦者資格を選択する．

入力項目は，全て必須．

最終学歴卒業年次および学校名(学部名)を入力，ま

た，大学院修了者は修了年次と大学名も併せて入力す

る．

本会活動への貢献本会の委員会，シンポジウム企

画，セミナー企画，論文投稿等の活動実績を300字以

内で入力する．

. 業績の大要と推薦理由 1,000字以内にまとめ，入力

する．

※候補者の業績が，過去に候補者が受賞した増本量賞と同一

の業績と認められる場合は候補者となりません．

. 論文リスト ページのヘッダに候補者名および勤務先

名を明記し，特に主要な論文を「原著論文」「解説論

文」「国際会議論文」に分別し，計20編以内を選び，

論文題目，発表誌名，巻号頁，全ての著者を入力する．

審査基準 この賞の審査基準は，下記の通り

 構造材料分野で金属および関連材料の学術および工業

技術に関して格段の業績をあげたか

 高温に関連する製錬・精錬，熱処理，耐熱材料，高温

物性，高温における金属学等における金属および関連

材料の学術および工業技術に関して格段の業績をあげ

たか

 当該分野で学術または技術の進歩発展に貢献したか

 当該分野で学術上の意義が大きい論文を発表したか

 当該分野で効果が大きい重要な発明をしたか

 金属学会の活動に貢献しているか

登録完了 推薦者のメールアドレス宛に登録完了通知を送信

します．

推薦締切 年月日(金)

推薦 URL https://tanikawa-harris.jim.or.jp/entry

■第回功績賞 推薦要領

主 旨 金属およびその関連分野の学術または工業技術の

進歩発達に寄与する有益な論文を発表したものま

たは有益な特許を取得したもので，しかも将来を

約束されるような新進気鋭の研究者・技術者に授

賞するものです．「学術」部門の受賞対象者には

年齢制限が，「技術」部門の受賞対象者には所属

の制限が設けられております．

候補者の対象

「学術」部門受賞年度の年月日時点で歳以下

の研究者．

「技術」部門企業の研究者または技術者

対象部門 学術部門，技術部門の 2 部門

推薦資格 本会代議員 1 名または，正員 3 名による推薦

推薦方法

. 推薦フォーム

推薦者資格を選択する．

入力項目は，全て必須．

応募部門2 部門から該当する部門を選択する．

最終学歴卒業年次および学校名(学部名)を入力，ま

た，大学院修了者は修了年次と大学名も併せて入力する．

本会活動への貢献本会の委員会，シンポジウム企

画，セミナー企画，論文投稿等の活動実績を300字以

内で入力する．

. 業績の大要と推薦理由 1,000字以内にまとめ，入力

する．

. 論文リストおよび特許リスト

◯論文リストページのヘッダに候補者名および勤務先

名を明記し，特に主要な論文を「原著論文」「解説論

文」「国際会議論文」に分別し，計15編以内を選び，

論文題目，発表誌名，巻号頁，全ての著者を入力する．

◯特許リストページのヘッダに候補者名および勤務先

名を明記し，特に主要な取得済特許の番号，題目，発

明者，登録日を入力する．

※学術部門は，論文リスト計15編以内を入力する．技術部

門は，論文リストおよび特許リスト計15編以内を入力する．

審査基準 この賞の審査基準は，下記の通り

学術部門

 創造性・独創性に富み，卓越した研究業績を上げて

いるか
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 学術の進歩につながる学術上特に優れた成果(論文

等)を上げたか

 工業技術の発展につながる有益な発明をしたか

 将来更なる研究の発展が見込まれ，世界をリードす

る研究者に成長すると期待されるか

 金属学会の活動に貢献しているか．

技術部門

 新規性・進歩性の高い卓越した業績を上げているか

 工業技術の発展につながる特に優れた製品や製造方

法等を開発したか

 工業技術の発展につながる有益な発明をしたか

 将来更なる発展が見込まれ，世界をリードする技術

者に成長すると期待されるか

 金属学会の活動に貢献しているか．

登録完了 推薦者のメールアドレス宛に登録完了通知を送信

します．

推薦締切 年月日(金)

推薦 URL https://kouseki.jim.or.jp/entry

■第回研究技能功労賞 推薦要領

主 旨 装置の製作，試料調整，測定及び分析などにおい

て卓越した技術や技能を有しており，多年にわた

り金属及び関連材料の試験及び研究や並びに開発

に関する支援業務に従事してきた，いわゆる「か

げの功労者」に対して授賞するものです．受賞対

象者には年齢制限が設けられております．

候補者の対象

通算30年以上にわたり金属及び関連材料の試験及び研

究や並びに開発に関する支援業務に従事してきた方．

研究遂行上，かげの功労者として多年にわたり功績が著

しい方．「かげの功労者」とは，装置の製作，試料調整，

測定及び分析などにおいて卓越した技術や技能を有して

いる方．

年の月日時点で歳以上の方．

推薦資格 本会代議員または支部長

推薦方法

. 推薦フォーム

推薦者資格を選択する．

入力項目は，全て必須．

. 推薦理由ならびに実務における功労 1,000字以内に

まとめ，入力する．

審査基準 この賞の審査基準は，下記の通り

1) 試験および実験装置等の制作，試料の調整，測定お

よび分析などにおいて卓越した技術や技能を有するか．

2) 長年にわたり金属及び関連材料の試験及び研究並び

に開発に関する支援業務に従事してきたか．

3) 創意工夫や粘り強い取り組みをもって支援業務に従

事してきたか．

登録完了 推薦者のメールアドレス宛に登録完了通知を送信

します．

推薦締切 年月日(金)

推薦 URL https://data.jim.or.jp/jim/shou/k/sui/

年秋期講演大会の外国人特別講演および招待講演募集

春秋講演大会における外国人研究者による特別講演と招待

講演については会員からの推薦をもとに，国際学術交流委員

会において審議採択し，講演実施細目については講演大会委

員会で決定いたします．2023年秋期講演大会の特別講演と

招待講演を募集いたしますので，下記要領によりご推薦下さ

い．

特別講演

講演者著名な外国人研究者とする．

講演時間30分(討論10分)

採択件数3～4 件

滞在費補助10,000円×5 日(上限日数)

その他大会参加費免除，懇親会招待

招待講演

講演者有益な講演が期待される国内に滞在する外国人

研究者とする．

講演時間15分(討論 5 分)

採択件数5 件程度

滞在費補助なし

その他大会参加費免除

推薦用紙

所定様式(ホームページからダウンロード下さい)により，

下記メールアドレス宛に「外国人特別講演推薦」と明記しお

送り下さい．送信後 2～3 日過ぎても受理メールの無い場合

はお問合せ下さい．

推薦書提出期日 年月日(土)

照会・推薦書提出先

〒9808544 仙台市青葉区一番町 11432

(公社)日本金属学会 国際学術交流委員会宛

 0222233685

Email: stevent＠jimm.jp
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第回 JIM/TMS Young Leader International Scholar Award 募集案内

本会では，若手研究者及び技術者の活動の活性化を図り，併せて TMS との国際交流を促進させることを目的に JIM/TMS

Young Leader International Scholar Program を設けており，TMS への派遣者を募集いたします．

決定した派遣者は，金属学会の Young Leader International Scholar Award 受賞者として，2024年 TMS Annual Meeting

(2024年 3 月 3 日～3 月 7 日米国 Florida 州 Orlando)に派遣し，講演発表するとともに TMS から表彰を受けていただきま

す．また，大会前後に関連機関の訪問も可能です．

募集要領

応募資格 ◯日本金属学会の正会員で派遣時点に満35歳以下であり，本会の活動に熱意を持っている人．

◯日本金属学会の機関誌に論文が掲載されたか，または講演発表した経験があり，かつ英語で講演発表ができる人．

◯日本金属学会の若手世代の代表として，責任ある行動がとれる人．

派遣人数 若干名(1～2 名)/1 回

応募手続 応募(推薦)申請書(所定の用紙)に記入の上，事務局まで Email で送信下さい．

応募書類 応募(推薦)申請書

◯候補者情報

◯応募理由(400字程度)

◯論文および講演発表のリスト5 編程度

国際会議等での口頭発表リスト5 編以内

◯TMS Annual Meeting で発表予定の講演のタイトルとアブストラクト(英語で400word 程度)．

◯研究内容と研究者として今後の抱負(英語で400word 程度)．

◯TMS Annual Meeting への参加・発表で期待される成果(英語で300word 程度)．

◯米国の大学・研究所・企業などへの訪問計画と目的(先方との事前コンタクトは不要)．

本会補助 派遣費用上限45万円．ただし，TMS への派遣に合わせて北米内の大学・研究機関・企業等を訪問する場合は上限

60万円．

応募締切日 年月日(月)

提出先 〒9808544 仙台市青葉区一番町 11432

(公社)日本金属学会「Young Leader」係

 0222233685 Email: stevent＠jimm.jp

日本金属学会主催国際会議企画提案募集

本会が主催する国際会議の企画提案を募集します．2024

年度以降開催の国際会議が対象です．期日までにご提案下さ

いますようお願いいたします．

提案締切日 年月日(水)

提案要項 下記事項を記載した提案書(A4 版，ホームペー

ジよりダウンロードして下さい)を，本会会長宛

で申請して下さい．

 会議の名称(和文名・英文名)

 会期

 開催地・会場予定

 会議の目的・特徴

 日本開催の経緯と意義

 計画概要

a． 協賛，後援団体

b． 主要準備日程

c． 使用語

d． 参加予定国(国名・国数)

e． 参加予定者数(国内外)

f． 著名な国内外参加予定者(氏名・所属・役職)

g． パラレルセッション数およびポスターセッションの

有無

h． プロシーディングスの出版(出版元・予定頁数，製

作部数・頒価・配布方法)

i． 予算(収入・支出明細)

 準備委員会委員(氏名・所属・役職)

 提案(連絡)責任者(氏名・所属・役職・住所・電話・

Email)

詳細はホームページをご確認下さい

本会ホームページ

https://jimm.jp →「イベント」→「国際会議」

提案書送付先 〒9808544 仙台市青葉区一番町 11432

(公社)日本金属学会 国際会議募集係

Email: stevent＠jimm.jp
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第回日本金属学会フロンティア研究助成募集

教育・研究機関での金属及びその関連材料分野の学術研究及び技術研究の発展や若手研究者の育成や奨励を主な目的とし

て，金属及びその関連材料分野に関連する材料又はプロセスに関する研究に助成金を交付しますので，助成の対象となる研究

を募集いたしますので，応募下さい．

募集期間年月日(水)～月日(日)まで

募集要項

. 応募資格

応募者(代表者)は，2023年 4 月 1 日時点で45歳以下の日

本の教育機関または公的研究機関に所属し，日本国内で研

究に従事する者(学生・大学院生および企業との兼務者を

除く)であること．ただし，共同研究者は国外でも可とす

る．

応募は一人一件とします．同一研究室からの複数応募は可

能ですが，新規採択は 1 件とする．

活動開始時には，非会員は会員になることが望ましい．

過去に助成を受けた方も，研究期間が終了していれば応募

可能．

過去に採択されなかったテーマで再応募する場合は新たに

申請書を提出する．

. 助成の対象となる研究

金属及びその関連材料分野に関連する材料又はプロセスに

関する調査，試験，研究及び開発とする．

. 研究期間　助成研究の実施期間は，原則 2 年間とす

る．研究開始日が年度途中となる場合は，年

度をまたいだ 2 年間とする．

. 助成件数年間10件以下

. 助成金額1 件あたり，150万円以下

. 助成金の使途

研究等に直接必要な費用及び所属組織の必要最低限の間接

経費(ただし，直接経費の10を上限とする)に充当する

こと．研究者の人件費(臨時雇用の研究補助者等の費用を

除く)には充当できないものとする．

. 助成金の交付方法および交付期間

研究助成金の交付方法は，原則として，助成実施者が所属

する組織に対する奨学寄付の形とする．共同研究者が別の

組織に所属する場合は，複数の組織に交付することは可能

です．

研究実施者は，速やかに助成金受領のために助成金交付の

手続き(奨学寄附受付窓口の連絡等)を行うこと．

. 応募方法

提出書類所定様式の「研究助成金申請書」に必要事項を

記入し，申込専用サイト(提出方法参照)からア

ップロードし提出する．申請書の様式は，本会

のホームページからダウンロードできます．

必要事項応募者，研究題名，研究分担者(共同研究者が

ある場合)，予算(費目，金額)，研究目的(背

景，必要性，意義，価値，成果活用の見込み

等)，研究計画(実施計画，成果目標等)，報告

予定，該当する分科，研究業績，金属学会で

の活動実績等

作成要領

「研究助成金申請書」に記載された作成要領に従って日本

語(専門語等で部分的に外国語を使用することは可)で作成

すること．申請書については，作成要領に明記されたペー

ジ数制限(概ね 4 ページ程度)を遵守すること．制限ペー

ジ数を超えた申請は受け付けません．

提出方法

申込専用サイトhttps://data.jim.or.jp/jim/fro/tou/
作成した研究助成金申請書をアップロードし提出して下さ

い．なお，ファイルは MSWord 形式として下さい．

郵送や Email，Fax での申請は受け付けません．提出書

類等は，採否にかかわらず返却しません．

【遵守事項】

研究助成金の交付を受ける際には，研究実施者(応募者及

び共同研究者)は，次の事項を遵守下さい．

◯助成研究は，あらかじめ本会に提出した助成研究実施計画

に従って実施すること．

◯助成研究の実施過程において助成研究実施計画を変更する

必要が生じた場合(中止する場合を含む)は速やかに報告

し，重大な変更については本会と対応を協議すること．

◯助成実施者が所属している組織から別の組織に異動する場

合は，本会と対応を協議すること．

◯研究終了 6 ヶ月後までに，終了報告書(A4 様式 1 枚)及び

成果報告書を日本語(専門語等で部分的に外国語を使用す

ることは可)で作成し，原則として Email 添付にて提出

すること．なお，成果報告書は“まてりあ”への成果報

告(2 頁)の投稿に代えるものとする．なお，成果報告は研

究終了からおおむね 1 年後に“まてりあ”に掲載するも

のとする．

◯本会から求められた場合は，実施状況を報告すること．ま

た本会が研究施設への訪問を希望した場合は，可能な範囲

で対応すること．

◯研究実施者又は研究実施者の所属する組織は，帳簿を備

え，助成研究に係わる経理を他の経理と明確に区別し，

本会から照会があった場合はこれに応ずること．

◯研究成果は研究開始時から研究完了後 1 年までの間に本

会の講演大会またはセミナー・シンポジウムにおける発

表 2 件，及び本会の欧文誌又は会誌に論文を投稿しなけ

ればならない．

◯研究成果を学会・学術論文誌・新聞等に発表する場合は，

事前に本会に連絡するとともに，本会から資金援助を受け

たことを明記すること．

◯実施計画に記載した研究を実施しなかった場合，提出期限

後 1 年を経過しても研究成果報告書の提出がない場合又

は研究実施者が研究中止の申し出をした場合には，研究助

成金の全額又は残額を返還すること．

【留意事項】

. 機器・設備等の帰属

助成金により取得された機器・設備等は，原則として研究

実施者の所属する組織に帰属します．
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. 助成研究の成果の帰属

助成研究の成果として得られた特許等の知的財産権は，原

則として研究実施者に帰属します．

. 助成研究の成果の公表等

成果報告は，この法人の会報及びホームページ上で一般の

閲覧に供します．

. 申請書記載情報の取り扱い

申請書に記載された研究情報については，審査・選考以外

の目的には一切使用しません．

また，個人情報については，本会外へは一切漏洩しません．

. その他留意事項

◯採否の事由は非公開とし，これに関する問い合わせにはお

答えしません．

◯研究助成金の申請後，何らかの理由により研究を実施でき

ないことが判明した場合，速やかに本会に報告すること．

問合先 (公社)日本金属学会フロンティア研究助成係

Email: stevent＠jimm.jp  0222233685

年度金属学会シンポジウムのテーマ募集

提案期限年月日(金) 厳守

会員の研究活動の一層の活性化を図ることを目的として，春秋大会とは別に個別にシンポジウムを実施しております．この

度，広く会員からシンポジウムのテーマを募集することにいたしました．つきましては，2024年度開催のシンポジウムテー

マ(講演大会とは別)を募集いたします．下記の募集要領をご参照のうえ，活発な討論が期待できる有益なテーマを積極的にご

提案下さい．セミナーシンポジウム委員会で協議のうえ，採否を決定いたします．

シンポジウムの開催趣旨

金属学会シンポジウムは，話題性のあるトピックス等の特定のテーマに関心をもつ研究者が集まって，講演発表，相互討論

を行い，問題への共通認識を深め，今後の研究の発展に資することを目的として実施する．

今回募集するシンポジウムの開催時期

2024年度(2024年 3 月 1 日～2025年 2 月28日)内に実施

応募要領

提出書類 提案書を下記提出先に送付して下さい．

(提案書の様式は HP(https://jimm.jp/event/symposium/)よりダウンロードして下さい．）

提案締切 2023年 9 月 1 日(金)

応募から実施までの流れ

募集締め切り(9 月)⇒セミナーシンポジウム委員会にて採択決定(10月頃)⇒事務局から採択通知と具体的実施準備の連絡⇒

講師・プログラム・会場の決定(開催 6 か月前に確定必要)・会告⇒講師依頼⇒テキスト作成(開催 2 か月前に原稿必要)⇒参

加者募集⇒開催

〈世話人〉

1. 講演者への内諾(内諾後，事務局から正式依頼いたします．)

2. プログラム日程案作成・会場手配(事務局と相談)

3. 開催当日の司会・進行

〈講師〉

事前の予稿集原稿(4 頁程度)執筆と予稿

〈事務局〉

1. 費用支払い(会場費，旅費謝礼，昼食費等)

2. 予稿集編集・印刷

3. 講師依頼状配信

4. 関係学協会への協賛依頼

提案書提出先・問合先

下記宛てに Email で送付して下さい．2，3 日過ぎても受理の通知が届かない場合はご連絡下さい．

日本金属学会 セミナーシンポジウム委員会宛

Email: stevent＠jimm.jp  0222233685 FAX% 0222236312
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年度日本金属学会オンライン教育講座 各講義要旨

新型コロナウイルス感染症が拡大する中，日本金属学会では with コロナ時代を見据えたセミナーやシンポジウムのあり方

を検討し，会員向けサービスの向上や，若手や学生の教育・育成を目的とした基礎教育講座を2022年度より完全オンライン

で始動いたしました．本会ではこれまでに刊行した教材や会報「まてりあ」に掲載された講義ノート・入門講座・解説記事な

どを有効に活用し，執筆者やフェローによる講義をシリーズで開催いたします．皆様のご参加をお待ちしております．

1. 医療用金属材料の基礎(5 月11日(木)，12日(金)開催)

講師大阪大学特任教授，東北大学名誉教授 新家光雄

東京医科歯科大学教授(2023年 4 月以降 大阪大学大学院工学研究科特任教授，神戸大学未来医工学研究開発センター客員

教授，東京医科歯科大学 名誉教授) 塙 隆夫

コーディネーター東北大学教授 野村直之

医療における診断と治療には多くの材料が使用されており，特に金属材料の進歩と治療技術の進歩には密接な関係がありま

す．本セミナーでは，医療用金属材料の特色と必要性，用途について紹介し，生体環境において要求される金属材料の特性と

その評価方法，生体反応と表面の関係について解説します．さらに具体的な医療用金属材料としてのステンレス鋼，コバルト

クロム合金，チタン・チタン合金等を例に，それぞれの開発の歴史や特徴，生体組織から要求される力学特性とその材料学的

な制御法について学習します．

2. 弾性異方性の考え方(5 月25日(木)，26日(金)開催)

講師神戸大学教授 田中克志

コーディネーター物質・材料研究機構主幹研究員 上路林太郎，豊橋技術科学大学教授 戸高義一

多くの力学特性や組織変化の基本的要因の一つである弾性異方性の基本的な考え方とその利用例を講義する．結晶構造の対

称性と物性，巨視的な弾性と微視的な弾性の関係，弾性定数の測定方法，組織形成と弾性異方性について基礎から解説を行い

ます．

3. 金属材料の耐環境性高温酸化・高温腐食の基礎―熱力学・速度論・高温強度―(6 月 6 日(火)，7 日(水)開催)

講師北海道大学名誉教授 黒川一哉

株式会社荏原製作所 野口 学

長岡技術科学大学教授 南口 誠

東京工業大学物質理工学院准教授 上田光敏

コーディネーター北海道大学教授 林 重成，大阪大学准教授 土谷博昭

耐熱金属材料の使用環境は近年，益々高温化し，金属材料にとって非常に厳しい環境となるため，材料の高温特性向上が強

く求められています．また高温酸化・腐食の原理原則に基づき高温酸化・腐食現象を正しく把握して，適切な材料選定や防食

対策に活かすことが要求されます．本講座では，熱力学，速度論及び高温強度を中心に，高温酸化・腐食の基礎を学習するこ

とで，業務で高温酸化・腐食に携わる研究者・技術者として必要な素養を醸成することを目標とします．

4. 工業材料の応力・歪測定(10月26日(木)，27日(金)開催)

講師東北大学教授 田中俊一郎

コーディネーター東北大学准教授 森戸春彦，大阪大学教授 小泉雄一郎

製造工程，形状に起因する残留応力・歪及び集中応力は，物理・化学・機械的特性に大きな影響を与えることが多く，定量

的に把握することが求められています．工業製品を構成する材料は，金属，無機・有機材料，半導体，結晶学的にも多結晶・

単結晶と多様化し，大きさも極小化する時代となっています．万能な応力・歪測定法はなく，X 線・電子線・中性子・放射

光・レーザ光・超音波などを用いて個々考案し適用してきました．本講座ではこれらの手法を基礎から解説し測定事例ととも

に紹介します．Tabletop 型 X 線機器を用いた応力測定は実演も行います．

5. 構造材料鉄鋼材料編(12月 7 日(木)，8 日(金)開催)

講師早稲田大学名誉教授 中江秀雄

金沢大学特任教授 潮田浩作

九州大学鉄鋼リサーチセンター教授 植森龍治

元九州大学鉄鋼リサーチセンター教授 菊池正夫

コーディネーター熊本大学教授 山崎倫昭，JEF テクノリサーチ株経営企画部長 船川義正

鉄鋼材料は構造材料として最も多く用いられており，現代社会を土台から支えています．本講座では，鉄鋼材料を新たに使

用する，扱うという技術者の皆様を対象に「鋳鉄」，「鉄鋼・薄板」，「鉄鋼・厚板」，「ステンレス鋼」について基礎から解説を

行います．
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受 講 料 対象者 1 講座基本料金 2 講座目以降割引料金※

正 員 20,000円 15,000円

学 生 8,000円 6,000円

非会員 40,000円 30,000円

(本会維持員会社社員，協賛学協会会員は会員扱い．学生
は会員，非会員の区別なし)

※2022年度および2023年度開催のオンライン教育講座を複数申込される場合，2 講座目からは割引料金となります．一日
目，二日目の区分ではありません．
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～日本金属学会オンライン教育講座 開催案内～

New!!
『弾性異方性の考え方』

日 時 一日目 年月日(木)～

二日目 年月日(金)～

多くの力学特性や組織変化の基本的要因の一つである弾性異方性の基本的な考え方とその利用例を講義する．結晶構造の対

称性と物性，巨視的な弾性と微視的な弾性の関係，弾性定数の測定方法，組織形成と弾性異方性について基礎から解説を行い

ます．

講 師 神戸大学教授 田中克志 先生

［講師紹介］ 1986年 3 月大阪大学基礎工学部物性物理工学科卒業，1991年 3 月大阪大学大学院基礎工学研究科博士課程修了，同年 3 月工

学博士(大阪大学)．同年 4 月京都大学工学部助手．2002年10月香川大学工学部助教授．2005年 4 月京都大学大学院工学研究

科助教授．2007年 4 月同准教授．2010年10月神戸大学大学院工学研究科教授，現在に至る．

参加方法 オンライン(Zoom)による講義．申込者へは 3 日前までに参加方法をご連絡いたします．

申込締切(事前予約のみ) 年月日(月)

参加申込方法 WEB 申込 https://www.jim.or.jp/seminersymposium/ よりお申込み下さい．

事前配布資料 事前配布資料があれば，開催 3 日前頃までにメール配信いたします．

受講料支払方法 ◯カード決済 ◯コンビニ決済 ◯銀行振込

問合先 〒9808544 仙台市青葉区一番町 11432

(公社)日本金属学会 セミナー・シンポジウム参加係

Email: meeting＠jimm.jp  0222233685 FAX% 0222236312

〈プログラム〉

一日目 月日(木)

1300～1400 巨視的な弾性(フックの法則の一般化から対称性の影響まで)

1400～1415 ―休 憩―

1415～1515 微視的な弾性(そもそもなぜ弾性が生じるのか原子間結合から考える)

1515～1530 ―休 憩―

1530～1630 実在する結晶の弾性定数(金属から半導体までどのように弾性的特徴があるのか)

二日目 月日(金)

1300～1400 弾性定数の測定方法いろいろ(異方性があると測定するのも一苦労)

1400～1415 ―休 憩―

1415～1515 弾性異方性に寄与する力(何が異方性の大きさを左右するのか)

1515～1530 ―休 憩―

1530～1630 弾性異方性が組織形成に及ぼす影響(固相反応の多くが弾性異方性の影響を受けている)

［協賛予定］ エネルギー資源学会，応用物理学会，金属材料研究開発センター，軽金属学会，軽金属製品協会，合金状態図研究会，資源・

素材学会，自動車技術会，ステンレス協会，素形材センター，電気化学会，電気学会，日本アルミニウム協会，日本 MRS，
日本化学会，日本ガスタービン学会，日本機械学会，日本材料科学会，日本材料学会，日本磁気学会，日本自動車工業会，日

本セラミックス協会，日本塑性加工学会，日本チタン協会，日本鋳造工学会，日本鉄鋼協会，日本物理学会，日本分析化学

会，粉体粉末冶金協会

～皆様のご参加をお待ちしております．～
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受 講 料 対象者 1 講座基本料金 2 講座目以降割引料金※

正 員 20,000円 15,000円

学 生 8,000円 6,000円

非会員 40,000円 30,000円

(本会維持員会社社員，協賛学協会会員は会員扱い．学生
は会員，非会員の区別なし)

※2022年度および2023年度開催のオンライン教育講座を複数申込される場合，2 講座目からは割引料金となります．一日
目，二日目の区分ではありません．

 　　　　　　本 会 記 事

『医療用金属材料の基礎』

日 時 一日目 年月日(木)～，二日目 月日(金)～

医療における診断と治療には多くの材料が使用されており，特に金属材料の進歩と治療技術の進歩には密接な関係がある．

本セミナーでは，医療用金属材料の特色と必要性，用途について紹介し，生体環境において要求される金属材料の特性とその

評価方法，生体反応と表面の関係について述べる．さらに具体的な医療用金属材料としてのステンレス鋼，コバルトクロム合

金，チタン・チタン合金等を紹介し，それぞれの開発の歴史や特徴，生体組織から要求される力学特性とその材料学的な制御

法について学ぶ．

講師大阪大学特任教授 新家光雄先生，東京医科歯科大学教授(2023年 4 月以降 大阪大学大学院工学研究科 特任教授，

神戸大学未来医工学研究開発センター 客員教授，東京医科歯科大学 名誉教授) 塙 隆夫先生

［講師紹介］ 新家光雄先生1978年名古屋大学大学院工学研究科博士課程後期満了，1979年工学博士(名古屋大学)，1988年1999年カーネ

ギーメロン大学客員助教授，1995年豊橋技術科学大学生産システム工学系教授，1998年 7 月1998年12月デイトン大学客員教

授，米国国防総省ライトパタ－ソン材料研究所外国人研究員，2003年博士(歯学)(愛知学院大学)，2005年東北大学金属材料

研究所教授，2009年2012年東北大学学際科学国際高等研究センターセンター長，2009年2014年東北大学金属材料研究所所

長，2010年現在 天津大学(中国)名誉教授，2014年2015年日本金属学会会長，2016年現在 東北大学名誉教授，大阪大学

大学院工学研究科特任教授，東北大学(中国)名誉教授，2022年現在 日本チタン学会会長

塙隆夫先生1981年北海道大学工学部金属工学科卒業，1981年北海道大学歯学部助手，1989年歯学博士(北海道大学)，1986

年～1988年 米国ベイラー歯科大学 客員研究員，1993年徳島大学歯学部助教授，1998年博士(工学)(東北大学)，1998年科

学技術庁金属材料技術研究所生体材料研究チームリーダー，2001年独立行政法人物質・材料研究機構生体材料研究センター副

センター長，2003年2004年 東北大学金属材料研究所 教授(併任)，2004年現在 東京医科歯科大学生体材料工学研究所

教授，2009年2015年東京大学大学院工学系研究科マテリアル工学専攻教授(併任)，2011年2014年 東京医科歯科大学生体

材料工学研究所所長，2015年2017年東京医科歯科大学副理事(研究担当)，2020年現在 神戸大学未来医工学研究開発セン

ター特命教授，2020年現在 大阪大学大学院工学研究科招へい教授，2020年現在 日本学術会議会員

［協賛予定］ エネルギー資源学会，応用物理学会，金属材料研究開発センター，軽金属学会，軽金属製品協会，合金状態図研究会，資源・

素材学会，自動車技術会，ステンレス協会，素形材センター，電気化学会，電気学会，日本アルミニウム協会，日本 MRS，
日本化学会，日本ガスタービン学会，日本機械学会，日本材料科学会，日本材料学会，日本磁気学会，日本自動車工業会，日

本セラミックス協会，日本塑性加工学会，日本チタン協会，日本鋳造工学会，日本鉄鋼協会，日本物理学会，日本分析化学

会，粉体粉末冶金協会

参加方法 オンライン(Zoom)による講義.申込者へは 3 日前までに参加方法をご連絡いたします．

申込締切(事前予約のみ) 年月日(木)

参加申込方法 WEB 申込 https://www.jim.or.jp/seminersymposium/ よりお申込み下さい．

事前配布資料 事前配布資料があれば，開催 3 日前頃までにメール配信いたします．

受講料支払方法 ◯カード決済 ◯コンビニ決済 ◯銀行振込

問合先 (公社)日本金属学会 セミナー・シンポジウム参加係 Email: meeting＠jimm.jp  0222233685

〈プログラム〉

一日目 月日(木)

1300～1430 生体材料としての金属材料

1430～1440 ―休 憩―

1440～1610 生体反応と表面処理

二日目 月日(金)

1300～1430 医療用金属材料の特徴と機能制御()

1430～1440 ―休 憩―

1440～1610 医療用金属材料の特徴と機能制御()

～皆様のご参加をお待ちしております．～
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◇東北大学大学院工学研究科教員公募◇

公募人員 准教授 1 名

所 属 材料システム工学専攻 マイクロシステム学講座

微粒子システムプロセス学分野

専門分野 微粒子・粉体を設計・製造し，その活用による材

料の創形や新機能の創出に関して，材料科学に基

づいた教育・研究を行う

応募資格 当該分野の教育・研究に意欲と熱意があり，博士

の学位を有する，または着任までに取得見込みの

方で，日本語と英語で講義のできる方

担当授業科目

「学部」数学物理学演習，粉体加工学，材料科学総合学

実験，材料科学総合学基盤研修，材料科学総合学

卒業研修等

「大学院」(前期)応用粉体加工学，マイクロシステム学セ

ミナー，材料システム工学修士研修等，(後期)

マイクロシステム学特論，マイクロシステム学

特別研修，材料システム工学博士研修等

任 期 なし

公募締切 年月日(月)

着任時期 2023年10月 1 日(日)

提出書類 履歴書，学位論文題目，研究業績概要(A4

版 2 頁以内)，主要論文 5 編の別刷り(コピー

可)，研究業績リスト学術論文，参考論文，

著書，特許(出願件数申請中を含む，登録件

数，主要特許10件前後のリスト(特許出願・公

開・公告 No，発明者氏名，発明題目))等，獲

得外部研究資金(科研費等)一覧(大学や公的研究

機関所属の場合)，受賞，招待講演等，教

育業績(担当科目等)，所属学会，学会活動歴

(委員会等)，研究活動，社会活動等に関する

一覧表，今後の研究計画(A4 版 2 頁以内)，

教育活動に関する抱負(A4 版 2 頁以内)，照会

可能な方 2 名の氏名と連絡先(住所，電話，E

mail)，応募者の連絡先(住所，電話，Email)，

応募者の研究業績等に関するデータベースの

URL(Scopus, KAKEN 等)

書類送付先 東北大学大学院工学研究科 マテリアル・開発

系長 武藤 泉

Email: depthead＠material.tohoku.ac.jp

問合せ先 東北大学大学院工学研究科材料システム工学専攻

長 山本雅哉

・ FAX% 0227957303

Email: masaya＠material.tohoku.ac.jp

※件名を「教員公募書類(材料システム工学専攻 マイクロ

システム学講座 准教授)」として電子メールで送付して

下さい．

※詳細http://www.material.tohoku.ac.jp/news/files/jobs_

20230206.pdf

◇国立研究開発法人物質・材料研究機構

定年制職員(正職員)公募◇

公募人数 研究職物質・材料一般(分野不問，女性枠あ

り)数名

分野指定公募(9 分野)各 1 名

エンジニア職分野指定公募(6 分野)各 1 名

専門分野

研究職

◯物質・材料一般 (材料工学，固体物理，材料化学，

材料データ科学，他，物質・材料に関する研究であれば

分野を問わない．以下を専門とする応募者を歓迎量子

マテリアル，水素関連材料，蓄電池材料，人工知能材

料，テラヘルツ材料，データ科学，金属・無機材料，有

機材料，バイオ関連材料，高分子材料，計算材料科学，

先端材料解析技術)

◯物質・材料一般 (女性枠)

◯エネルギー貯蔵・変換のマルチスケール現象の計算科

学

◯化合物半導体エピタキシャル素子

◯磁気ストレージ材料・超高速磁化ダイナミクス

◯溶接・接合

◯表界面やナノ構造を基軸とした光機能材料の開拓

◯循環型プラスチック材料科学

◯固体 NMR による先進材料分析

◯量子ビーム回折・分光

◯計算科学データとデータ駆動科学を用いた新材料設計

エンジニア職

◯元素定量に関する分析・計測と技術開発

◯水素社会を支える材料信頼性評価と技術開発

◯ICT システム全搬(開発系)

◯HPC 構築・運用技術

◯研究成果の橋渡し企画

◯化学物質管理

公募締切 年月日(水)

業務(研究)内容，応募資格，応募方法などの詳細は当機構の

ホームページを参照．

https://www.nims.go.jp/employment/index.html

問合せ先

〒3050047 茨城県つくば市千現 121

国立研究開発法人物質・材料研究機構人材部門 人材開発室

 0298592555

Email: nims-recruit＠nims.go.jp

九州大学 大学院総合理工学研究院 物質科学部門

准教授公募

募集人員 准教授 1 名

締 切 日 年月日(金)

問 合 先 九州大学大学院総合理工学研究院 物質科学部門

教授 飯久保 智

Email: iikubo.satoshi.472＠m.kyushu-u.ac.jp
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. 第回本多記念賞(本賞 金メダル，副賞 万円)

受賞対象研究 磁性と伝導及びスピンエレクトロニクスの基礎的研究

氏 名 理学博士 前
まえ

川
かわ

禎
さだ

通
みち

現 職 (国研)理化学研究所創発物性科学研究センター特別顧問

. 第回本多フロンティア賞(褒賞金 各万円)

受賞対象研究
硬度変化のない完全接合継手を実現する新規摩擦接合法の

開発

氏 名 博士(工学) 藤
ふじ

井
い

英
ひで

俊
とし

現 職 大阪大学接合科学研究所副所長・教授

受賞対象研究 新規シンチレータ結晶の開発および社会実装

氏 名 博士(理学) 吉
よし

川
かわ

彰
あきら

現 職 東北大学金属材料研究所教授

. 第回本多記念研究奨励賞(褒賞金 各万円)

受賞対象研究 スピンカロリトロニクスの開拓と展開

氏 名 博士(理学) 内
うち

田
だ

健
けん

一
いち

現 職 (国研)物質・材料研究機構グループリーダー

受賞対象研究 金属磁性スピンダイナミクスの新概念素子応用

氏 名 博士(工学) 金
かな

井
い

駿
しゅん

現 職 東北大学電気通信研究所准教授

受賞対象研究 チタン合金の内部組織と形状記憶特性に関する研究

氏 名 博士(工学) 田
た

原
はら

正
まさ

樹
き

現 職 東京工業大学科学技術創成研究院准教授

受賞対象研究
表面ナノ構造制御による電気化学エネルギー・物質変換触

媒の開発

氏 名 博士(工学) 轟
とどろき

直
なお

人
と

現 職 東北大学大学院環境科学研究科准教授

受賞対象研究 局所的な結晶構造制御による新奇超伝導体の開発

氏 名 博士(工学) 水
みず

口
ぐち

佳
よし

一
かず

現 職 東京都立大学大学院理学研究科准教授

 　　　　　　本 会 記 事

お知らせ

◇第64回本多記念賞，第20回本多フロンティア賞

及び第44回本多記念研究奨励賞受賞者◇

公益財団法人 本多記念会

本多記念会は，令和 5 年 2 月 3 日開催の第193回理事会に

おいて，令和 5 年度の第64回本多記念賞，第20回本多フロ

ンティア賞，第44回本多記念研究奨励賞の受賞者を決定し

ましたので，お知らせいたします．

なお，贈呈式は，令和 5 年 5 月26日(金)13時20分より，

東京・神田 学士会館で行う予定です．

助 成

◇JFE21世紀財団

2023年度 技術研究助成 募集要項◇

公益財団法人 JFE21世紀財団

. 助成対象となる研究

鉄鋼技術研究鉄鋼材料，製造プロセス，鉄鋼副産物を

対象とする基礎/応用研究

計測・制御・分析・計算科学・数値解析等で鉄鋼を対

象とする関連技術や生産技術の研究を含む．

地球環境・地球温暖化防止技術研究地球環境保全と地

球温暖化防止を目的とした技術開発を対象とするエン

ジニアリング(工学)に関係する基礎，応用技術の研究

＊研究分野の範囲は，財団ホームページ掲載の募集要項

別紙「研究分野分類表」をご覧下さい．

. 助成件数と助成金額

件数 28件(原則)

(200万円/件)

鉄鋼技術研究 概ね14件

地球環境・地球温暖化防止技術研究 概ね14件

. 研究期間

原則 1 年間(2024年 1 月研究開始・同年12月終了・2025年

1 月報告書提出) 但し，1 年間を上限として延期・延長

は可(その場合2026年 1 月報告書提出)

. 応募資格

日本の国公私立大学または公的研究機関に勤務(常勤)する

研究者であって国籍は問わない．なおグループでの研究の場

合，代表研究者以外の共同研究者は 3 名以内で，大学院生

および外国の大学，日本の他の大学や公的研究機関に所属す

る研究者も可とする．2020～2022年度の本研究助成を代表

研究者として受領した者は，代表研究者としての応募はでき

ない．

. 申請の手続き

本財団ホームページ(HP)の申請様式に記入し，HP 内の

申請画面から財団に送信する．

財団 HPhttp://www.jfe-21st-cf.or.jp

受付開始4 月17日(月) 締切月日(月)

. 審査・選考と助成研究(者)の公表

本財団委嘱の審査委員会による審査・選考を経て，財団理

事長が決定し，9 月末頃に応募者に結果を通知の後，財団

HP 等で公表する．

以上

＊詳細は財団 HPhttp://www.jfe-21st-cf.or.jp をご覧下さい．

＊お問合せ先(財団事務局)

 0335974652 Email: zai21c＠jfe-21st-cf.or.jp
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日 本 金 属 学 会 誌 掲 載 論 文

Vol. 87, No. 4（2023）

―特集「固体中の水素と材料特性」―

特集「固体中の水素と材料特性」によせて
市川貴之 宮岡裕樹 日野 実 堀川敬太郎 金谷輝人

高圧水素環境における 18Cr4.8Ni0.03C ステンレス
鋼の機械的性質および回転曲げ疲労特性

川上 遼 窪田和正

Al4Ge 合金の疲労強度に及ぼす表面層と水素の影
響

金谷輝人 日野 実 堀川敬太郎 永田教人 中川惠友

表面亜鉛成膜による AlZnMg 系合金の環境水素脆
性の抑制 堀川敬太郎 鍬田英樹 福室直樹 日野 実

三点曲げ試験および回転曲げ疲労試験による無電解
NiP めっき処理した 6061T6 アルミニウム合金の水
素脆性の評価

日野 実 進野諒平 川上滉太 桑野亮一 門田宏治

佐藤雅亮 小田幸典 堀川敬太郎 金谷輝人

高強度鋼の水素脆性に及ぼす ZnNi 合金めっき膜に
形成されるマイクロクラックの影響

日野 実 小田智也 進野諒平 川上滉太 堀川敬太郎

―論 文―

Pt 電極触媒のアンモニア酸化活性に及ぼす Mo の添
加効果 佐藤ひかる 佐々木一心 福本倫久 高橋弘樹

型温を変えた自動車用ダイクエンチ鋼のビッカース硬
さと電磁気的性質の相関

沼倉恭平 大高一将 村上 武 清水一行 鎌田康寛

妹尾 武 岩瀬義孝 張 鐘植

酸化物シード層による hcpCo80Pt20 薄膜の垂直磁気
特性の向上 山根治起 長谷川崇 安川雪子 小林政信

Materials Transactions 掲載論文

Vol. 64, No. 4（2023）

―Special Issue on Kink-Strengthening of Mille-
Feuille Structured Materials―

PREFACE
Eiji Abe, Toshiyuki Fujii and Yoshihito Kawamura

Two-Directional Micro-Laue Diffraction Mapping
to Observe Kink Deformation in Long-Period
Stacking-Ordered MgZnY Alloys under Com-
pression Shigeru Kimura, Kazushi Sumitani

and Kentaro Kajiwara

Unified Understanding of Strengthening Mechan-
isms Acting in Mg/LPSO Two-Phase Extruded Al-
loys with Varying LPSO Phase Volume Fraction

Koji Hagihara, Toko Tokunaga, Kazuki Yamamoto,
Michiaki Yamasaki, Tsuyoshi Mayama, Takumi Shioyama,

Yoshihito Kawamura and Takayoshi Nakano

Microstructure Evolution and Local Hardness of
MgYZn Alloys Processed by ECAE

Motohiro Yuasa, Ryoichi Sato, Takao Hoshino,
Daisuke Ando, Yoshikazu Todaka, Hiroyuki Miyamoto

and Hidetoshi Somekawa

Synchronized Formation of Kink Bands in Al/
Al2Cu Mille-Feuille Structured Alloy

Takayuki Shiraiwa, Naoya Hamada, Fabien Briffod,
Manabu Enoki and Koji Hagihara

Kink Formation and Strengthening Effects in
TiNiV Eutectic Alloys with Mille-Feuille Struc-
ture

Naoya Maki, Yoji Miyajima and Kazuhiro Ishikawa

Local Structural Analysis around Solute-Element
in Annealed Mg99.2Zn0.2Y0.6 Alloy Using X-ray
Fluorescence Holography

Koji Kimura, Daisuke Egusa, Koji Hagihara,
Naohisa Happo, Naomi Kawamura, Hiroo Tajiri,

Kouichi Hayashi and Eiji Abe

Relationship between Cluster-Arranged
Nanoplate Formation and Mechanical Properties
of Dilute MgYZn Alloys Prepared by Combina-
tion of Low-Cooling-Rate Solidification and Ex-
trusion Techniques

Seitaro Ishizaki, Michiaki Yamasaki, Koji Hagihara,
Soya Nishimoto, Taisuke Nakamura

and Yoshihito Kawamura

Effect of Extrusion Ratio in Hot-Extrusion on
Kink Deformation during Compressive Deforma-
tion in an aMg/LPSO Dual-Phase Magnesium Al-
loy Monitored by In Situ Neutron Diffraction

Stefanus Harjo, Wu Gong, Kazuya Aizawa,
Takuro Kawasaki, Michiaki Yamasaki, Tsuyoshi Mayama

and Yoshihito Kawamura

Effects of High-Pressure Press on the Tensile
Properties and Morphology of Polypropylene

Yukino Ito, Shotaro Nishitsuji, Hironari Sano,
Masaru Ishikawa, Takashi Inoue and Hiroshi Ito

Microstructure Evolution in Mg98.6Y1Zn0.4 Alloys
and the Development by Hot Deformation
Examined by Synchrotron Radiation Small- and
Wide-Angle Scattering

Hiroshi Okuda, Yoshiaki Maegawa, Kento Shimotsuji,
Shin-ichi Inoue, Yoshihito Kawamura and Shigeru Kimura

Kink Modeling and Simulations Based on Field
Theory of Multiscale Plasticity (FTMP) Part I:
Explicit Kink Model and Double Compression Test

Kota Mizutani, Yuta Nawa and Tadashi Hasebe

Kink Modeling and Simulations Based on Field
Theory of Multiscale Plasticity (FTMP) Part II:
Implicit Kink Model and Scale-Free Treatment

Tadashi Hasebe and Kota Mizutani
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［紹 介］2023年春 受賞者紹介

［学会賞受賞記念講演］

構造用金属材料の特性を柱とする研究歴と科学技

術人材育成への思い ………………………三島良直

［本多記念講演］

金属人工格子を基軸とした先進磁性材料開発と新

展開 …………………………………………高梨弘毅

［入 門 講 座］永久磁石の保磁力メカニズム 第 1 回～非一様な

磁化反転～ …………………………………広沢 哲

―他―

(都合により変更になる場合がございます)

 　　　　　　本 会 記 事

Orientation Dependence of High Temperature
Compressive Behavior of Textured Ti3SiC2

Yuji Shirakami, Ken-ichi Ikeda, Seiji Miura, Koji Morita,
Tohru S. Suzuki and Yoshio Sakka

DFT Calculation of High-Angle Kink Boundary in
18R-LPSO Alloy

Mitsuhiro Itakura, Masatake Yamaguchi, Daisuke Egusa
and Eiji Abe

Numerical Analysis of Disclinations in Connecting
Kink Bands Formed by Multiple Basal Shear
Ryutaro Matsumura, Yuri Shinohara and Tomonari Inamura

Effects of a Preannealing Process on the Morphol-
ogy of Developed Kinks in Mille-Feuille Struc-
tured Cu/A5052 Alloy Fabricated by Accumulative
Roll Bonding: Criteria for Kink Formation

Moeko Yamazaki, Kazuhiro Ishikawa, Toshiyuki Fujii
and Yoji Miyajima

―Regular Article―
Materials Physics

Morphology and Thermoelectric Properties of
Mg3＋dSb2 Foams Manufactured Using Combustion
Synthesis Takashi Koga and Takashi Itoh

Fe20Mo20Ni20Rh20Ru20 and Fe14Mo35Ni15Rh15Ru21

Ultrahigh-Mixing-Entropy Alloys with Single
Hexagonal Close-Packed Structure
Akira Takeuchi, Takeshi Wada, Kenji Amiya, Hidemi Kato

and Takeshi Nagase

Microstructure of Materials

Influence of Cu Concentration on Structure,
Mechanical Properties and Corrosion Resistance
of TiNiCu Shape Memory Alloy Ribbons

Kieu Xuan Hau, Nguyen Hai Yen, Nguyen Huy Ngoc,
Truong Viet Anh, Pham Thi Thanh, Nguyen Van Toan and

Nguyen Huy Dan

Mechanics of Materials

Study on Machinability of Lead-Free a ＋ b Brass
62.5Cu1SiZn Alloy Koichi Suzaki, Hiroki Goto,

Tomokazu Tabuchi, Hiroyuki Mori and Keiichiro Oishi

Research on Sound Absorption Properties of Tri-
Periodic Minimal Surface Sandwich Structure of
Selective Laser Melting Titanium Alloy

Kong Xiang-nan, Liu Bin, Li Zhong-Hua, Zhang Peng-Fei
and Shi Chao

Mechanical Characteristics of Boron and Cerium
Added NiCrMo Non-Precious Dental Casting Al-
loys Ali Haider, Syed Husain Imran Jaffery,

Aamir Nusair Khan, Najam Ulqadir and Xiubing Jing

Stabilization of Equiatomic Solutions Due to
High-Entropy Effect Taichi Abe, Kwangsik Han,

Yumi Goto, Ikuo Ohnuma and Toshiyuki Koyama

Materials Chemistry

Real-Time Imaging of Brass Cross-Section with
Dezincification Corrosion by Electrochemical
Measurement Combined with Video Observation

Yoshinao Hoshi, Yoshiyuki Otake, Yukihiro Uchisawa,
Hikari Watanabe, Isao Shitanda and Masayuki Itagaki

Effect of Microwave Irradiation to Kinetics of
Carbothermic Reduction of NiO

Kazuhiro Nagata and Shin-ichiro Fukada

Role of KMnO4NaF Treatment in Galvanic Corro-
sion Resistance of AA5083 Coupled to Steel

Takumi Kosaba, Izumi Muto, Masashi Nishimoto
and Yu Sugawara

Production of Titanium Hydride Powder from
Titanium Tetrachloride Using Magnesium Metal in
Hydrogen Gas Atmosphere

Sung-Hun Park, So-Yeong Lee, Dae-Hyeon Lee,
Jungshin Kang and Ho-Sang Sohn

High-Temperature Oxidation Behavior of Ni/Al2O3

Composites with Various Ni Content
Phanuwat Khlaisongkhram, Yen-Ling Kuo, Makoto Nanko

and Daisuke Maruoka

Materials Processing

Effect of Mn Content on Fatigue Limit of Various
Flake Graphite Cast Irons
Yilagaqi, Kazumichi Shimizu, Kenta Kusumoto, Ken Sasaki,

Koji Sato and Hiroshi Horie

Engineering Materials and Their Applications

Acceptable Concentrations of Cu and Ni in Corro-
sion Resistance of Mg6 mass Zn Alloy

Taiki Morishige, Koki Ezumi, Masato Ikoma,
Tetsuo Kikuchi, Ryuichi Yoshida and Toshihide Takenaka

Low-Temperature Oxidation-Sintering Behaviors
of Cu Fine Particles

Nobuaki Takeuchi, Daisuke Ando, Koike Junichi
and Yuji Sutou

―Express Rapid Publication―
Mechanical Properties of Solderable Polymer
Composites with Low- and High-Melting-Point
Solder Mixed Filler Min Jeong Ha, Sangil Kim,

Won Chul Cho, Jong-Min Kim and Byung-Seung Yim

Erratum
Announcement
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◇ ◇ ◇

マルチフィジックス計算による腐食現象の解析

山本正弘 著

マルチフィジックス計算とは，電磁気学・流体力学・伝熱現象・

化学反応などを扱う際に用いられる様々な方程式を連成し，同時に

起こる複数の物理現象を数値解析することを意味する．馴染みがな

いとハードルが高い印象を受けるが，市販のソフトを利用すれば初

学者でもわりと簡単に扱える．本書の筆者は有限要素解析ソフト

COMSOL Multiphysics を使用しており，巻末でもこのソフトが簡

単に紹介されている．ただし，本書はソフトの手引書ではない．腐

食の理解に必須となる電気化学の基礎から始まり，腐食現象の実例

が挙げられたのちに，有限要素法の概要が述べられる．最後に，筆

者の経験にもとづく腐食試験の解析例が紹介されている．

材料の表面で電気化学反応が起こり，イオンが水溶液中を移動す

る腐食現象は，マルチフィジックス計算が有用性を発揮する好例で

ある．本書では，電解液中の電位を支配するラプラス方程式や電極

反応の速度を表すバトラー・ボルマーの式が計算に組み込まれるだ

けでなく，溶液の流動やイオン間の化学反応までも考慮した解析例

が示されている．言うまでもないことだが，本書で説明されるマル

チフィジックス計算は，腐食以外の現象の解析にも応用が可能であ

る．腐食は誰もが日常で目にする現象なので，それ自体を扱わない

研究者・技術者にとっても本書は数値計算を始めるための足掛かり

になると思う．

特に印象深かったのは，金属の腐食試験において，想像とは異な

る部位が激しく消耗したという事例の解析である．直感的なイメー

ジとは異なる現象が観察された場合に，マルチフィジックス計算が

理解の助けになることが示されている．試験結果を説明するために

不確かな推論を与えるのではなく，数値計算によって定性的にでも

現象を解釈できれば遥かに心強い．実験屋や計算屋といった垣根を

作らずに，実験で確かめて計算で理解することで研究開発を発展さ

せてほしいという筆者の強い思いが込められた一冊である．

(愛媛大学大学院理工学研究科 佐々木秀顕)

〔2022年 A5 判 近代科学社 Digital 144頁 本体1,900円＋税〕
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ユース会員

石 橋 怜 輝

角 田 　 翔 栃木高等学校

永山正一郎 花園高等学校

李 　 慶 翔 東北大学

正 員

安 達 裕 司 愛知製鋼株式会社

石 川 　 誠 富士通株式会社

亀 谷 紀 香 進工業株式会社

兒 山 友 香 株式会社シマノ

鍾 　 祥 玉 東北大学

洲 河 優 作 ヒノデホールディングス株式会社

近 田 拓 未 静岡大学

袴 田 健 斗 田中貴金属工業株式会社

平 本 雄 一 株式会社木村鋳造所

山 崎 貴 大 東京理科大学

学 生 員

植 田 大 地 島根大学

大石純乃介 京都大学

奥 田 昂 平 室蘭工業大学

下 神 尭 誠 金沢工業大学

坪 井 政 樹 北海道大学

吉 野 敦 仁 北見工業大学

米 本 海 斗 北見工業大学

渡 辺 海 斗 名古屋大学

外国一般会員

JIN Huixin
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行 事 カ レ ン ダ ー
太字本会主催(ホームページ掲載)

開催日 名称・開催地・掲載号 主催 問合先 締切

年月

18 2023年度春季講演会(オンライン)(3 号209頁) 九州支部 tsuchiyama.toshihiro.178＠m.kyushu-u.
ac.jp

21 第87回定時社員総会(東京＋オンライン)(本号
257頁)

日本金属学会 TEL 0222233685
secgnl＠jimm.jp

年月

11～12 日本金属学会オンライン教育講座「医療用金属材
料の基礎」(オンライン)(本号266頁)

日本金属学会 TEL 0222233685 FAX 0222236312
meeting＠jimm.jp

事前
4.27

12～14 軽金属学会第144回春期大会(香川大) 軽金属学会 TEL 0335380232
https://www.jilm.or.jp/

13～11.4
(全 7 回)

セラミックス大学2023(CEPRO2023)(オンライ
ン開催)

日本セラミックス
協会

TEL 0333625231
cersj-kyouiku＠ceramic.or.jp
https://www.ceramic.or.jp/ikyoiku/
cepro2022/index.html

15～19 IEEE International Magnetics Conference(Inter-
mag 2023)(仙台)

IEEE Magnetics
Society

intermag2023＠congre.co.jp

16～6.2 第429回講習会「熟練者の技能伝承のデジタル化
～最先端技術から応用事例まで～」(Web 開催)

精密工学会 TEL 0352265191
https://www2.jspe.or.jp/form/koshukai/
koshukai_form.html

23 第242回研究会「宇宙空間で使われる磁気技術」
(オンライン)

日本磁気学会 TEL 0352810106
https://www.magnetics.jp/

24，6.6 第247・248回西山記念技術講座「サステナブル
な社会を支える高機能厚板の技術進展と将来展
望」(大阪・東京)

日本鉄鋼協会 TEL 0336695933 educact＠isij.or.jp
https://isij.or.jp/

25～26 日本金属学会オンライン教育講座「弾性異方性の
考え方」(オンライン)(本号265頁)

日本金属学会 TEL 0222233685 FAX 0222236312
meeting＠jimm.jp

事前
5.15

28 第 8 回マルチスケール材料力学シンポジウム(つ
くば)

日本材料学会 http://www.jsms.jp

29～31 トライボロジー会議2023 春 東京(東京) 日本トライボロ
ジー学会

TEL0334341926 jast＠tribology.co.jp
https://www.tribology.jp/

30 第28回日本磁気学会初等磁気工学講座(講義と演
習による基礎講座)(東京)

日本磁気学会 TEL 0352810106
msj＠bj.wakwak.com
https://www.magnetics.jp/education/fs_
028/

5.16

30～31 第39回希土類討論会(札幌) 日本希土類学会 TEL 0668797352
kidorui＠chem.eng.osaka-u.ac.jp
https://www.kidorui.org/

発表
1.31

31～6.2 第28回計算工学講演会(つくば) 日本計算工学会 TEL 0338688957 office＠jsces.org
http://www.jsces.org/koenkai/28/

31～6.2 第46回日本磁気学会サマースクール(東京) 日本磁気学会 TEL 0352810106
msj＠bj.wakwak.com
https://www.magnetics.jp/education/ss_
046/

5.16

年月

6 ～ 7 2023年度 溶接入門講座(ハイブリッド開催) 溶接学会 TEL 0358254073
jws-info＠tg.rim.or.jp
https://www.jweld.jp/

5.26

6 ～ 7 日本金属学会オンライン教育講座「金属材料の耐
環境性(2)高温酸化・高温腐食の基礎―熱力学・
速度論・高温強度―」(オンライン)(本号264頁)

日本金属学会 TEL 0222233685 FAX 0222236312
meeting＠jimm.jp

事前
5.26

9 ～11 2023年度塑性加工春季講演会(名工大) 日本塑性加工学会 http://www.jstp.or.jp
20 日本機械学会オンライン講習会「機械材料・材料

加工のシミュレーションと計測(第 3 回金属
AM の応用と潮流)」(オンライン)

日本機械学会 ishizawa＠jsme.or.jp
https://www.jsme.or.jp/

定員
80名

26～28 日本顕微鏡学会第79回学術講演会(松江) 日本顕微鏡学会 TEL 0364575156
jsm-post＠microscopy.or.jp
http://conference.wdc-jp.com/microscopy/
conf2023/index.html

年月

5 ～ 7 第60回アイソトープ・放射線研究発表会(東京) 日本アイソトープ
協会

TEL 0353958081
happyoukai＠jrias.or.jp
http://www.jrias.or.jp/seminar/cat11/

20～21 第57回 X 線材料強度に関するシンポジウム(甲
府)

日本材料学会 TEL 0757615321 jimu＠office.jsms.jp
https://www.jsms.jp/meeting/xsym_
regist.html

30～8.4 第 26回 IUPAC 化学熱力学国際会議( ICCT
2023)(豊中)

日本熱測定学会他 icct2023_office＠chem.sci.osaka-u.ac.jp
https://www.chem.sci.osaka-u.ac.jp/lab/
micro/ICCT2023/index.html

定員
500名

年月

27～31 The International Conference on Sintering 2023
(Sintering 2023国際会議)(岐阜)

日本セラミックス
協会

info＠sintering2021.org
https://www.sintering2021.org/

参加
2.15

29～31 日本実験力学会2023年度年次講演会(和歌山) 日本実験力学会 TEL 0253689310
office-jsem＠clg.niigata-u.ac.jp
https://jsem.jp/event/Annual23/index.html
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2021, 2022年度会報編集委員会 (五十音順，敬称略）

委 員 長 竹 田 　 修

副 委 員 長 田 中 秀 明

委 員 池 尾 直 子 石川史太郎 井田駿太郎 植 木 洸 輔 宇 部 卓 司 大 塚 　 誠

大 野 直 子 岡 田 周 祐 川 西 咲 子 木 口 賢 紀 北 村 一 浩 國 枝 知 徳

小 嶋 隆 幸 小 畠 淳 平 小 柳 禎 彦 小 山 元 道 齊 藤 雄 太 近 藤 亮 太

齊 藤 信 雄 篠 原 百 合 佐々木秀顕 佐 藤 豊 人 芹 澤 　 愛 鈴 木 賢 紀

鈴木真由美 田 辺 栄 司  島 克 利 高 山 直 樹 堤 　 祐 介 趙 研

塚 田 祐 貴 寺 本 武 司 圓 谷 貴 夫 寺 西 　 亮 轟 　 直 人 土井康太郎

徳 永 透 子 長 岡 　 亨 豊木研太郎 永 井 　 崇 長谷川　誠 永 瀬 丈 嗣

袴 田 昌 高 本 間 智 之 春 本 高 志 藤 井 　 進 松 本 洋 明 松 浦 昌 志

松垣あいら 宮 崎 秀 俊 眞 山 　 剛 三 井 好 古 諸 岡 　 聡 宮部さやか

盛 田 元 彰 山 本 剛 久 山 崎 由 勝 山 中 謙 太 吉 年 規 治 山 本 知 一

横 井 達 矢 李 　 誠 鎬
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開催日 名称・開催地・掲載号 主催 問合先 締切

年月

6 ～ 8 2023年度工学教育研究講演会(広島大) 日本工学教育協会 TEL 0354421021 kawakami＠jsee.or.jp
https://www.jsee.or.jp/

19～22 日本金属学会秋期講演大会(富山大学五福キャン
パス)(2023年 5 号会告予定)

日本金属学会 TEL 0222233685
annualm＠jimm.jp

25～30 ITC Fukuoka 2023 (9th International Tribology
Conference, Fukuoka 2023)(福岡)

日本トライボロ
ジー学会

TEL 0334341926
https://www.itc2023.jp/

年月

25～27 第10回構造物の安全性・信頼性に関する国内シ
ンポジウム(東京)

日本学術会議 jcossar2023＠ml-jsce.jp
https://www.jcossar2023.jp/

26～27 オンライン教育講座「工業材料の応力・歪測定」
(オンライン)(本号264頁)

日本金属学会 TEL 0222233685 FAX 0222236312
meeting＠jimm.jp

事前
10.16

年月

10 第25回ミレニアム・サイエンス・フォーラム(東
京)

ミレニアム・サイ
エンス・フォーラ
ム運営委員会

TEL 0367328966 msf＠oxinst.com
https://www.msforum.jp

13～16 28th IFHTSE Congress in Yokohama(横浜) 第 28回熱処理国
際会議組織委員会

TEL 0366617167
ifhtse2023office＠jsht.or.jp
https://jsht.or.jp/ifhtse2023/index.html

13～17 HYPERFINE2023(奈良) HYPER-
FINE2023実行委
員会

https://confit.atlas.jp/guide/event/hfi2023/
top?lang＝en

17～18 第74回塑性加工連合講演会(富山) 日本塑性加工学会 TEL 0334358301 http://www.jstp.jp/
19～23 PRICM11 (The 11th Paciˆc Rim International

Conference on Advanced Materials and Prosessing)
KIM TEL ＋8125736207 info＠pricm11.org

26～12.1 International Gas Turbine Congress 2023 Kyoto
(IGTC2023 Kyoto)(京都)

日本ガスタービン
学会

TEL 0333650095 gtsj-office＠gtsj.or.jp
https://igtc2023.org/

年月

7 ～ 8 日本金属学会オンライン教育講座「構造材料(1)
鉄鋼材料編」(オンライン)(本号264頁)

日本金属学会 TEL 0222233685 FAX 0222236312
meeting＠jimm.jp

事前
11.27

11～16 The 3rd Materials Research Meeting
(MRM2023) The 24th IUMRSInternational
Conference in Asia (IUMRSICA2023)(京都)

日本 MRS TEL 0366670922 info_mrm＠jmru.org
https://mrm2023.jmru.org/

年月

12～15 日本金属学会春期講演大会(東京理科大学葛飾キ
ャンパス)

日本金属学会 TEL 0222233685 annualm＠jimm.jp

年月

17～20 日本金属学会秋期(第175回)講演大会(大阪豊中
キャンパス)(本号257頁)

日本金属学会 TEL 0222233685 annualm＠jimm.jp

◇ ◇ ◇



 本 会 記 事

日本金属学会誌投稿の手引き

日本金属学会誌への投稿は，次の要件を満たさなければならない．
(1) 和文であり，未掲載および他のジャーナルに投稿中でないことかつオリジナリティがあること(日本金属学会誌審査及

び査読規程に定める範囲において，重複を認める場合がある)．
(2) 金属とその関連材料の学術および科学技術の発展に寄与するものであること．
(3) 投稿規程に合致するものであること．
(4) 軍事研究であると判断される内容を含んでいないこと．
(5) 別に定める執筆要領に準拠して作成された原稿であること．
(6) 論文の著作権を本会に帰属することに同意すること．
(7) 研究不正行為および研究不適切行為をしないことならびに研究不正行為をした場合は本会の定めるところにより処分

を，研究不適切行為をした場合は本会の定めるところにより措置を受けることに同意すること．
(8) 投稿原稿を作成する基となった生データ，実験・観察・研究ノート，実験試料・試薬等の研究成果の事後の検証を可能

とするものを論文掲載後 5 年間保存することに同意すること．

. 日本金属学会誌に投稿可能な論文

 学術論文(頁以内)

金属及びその関連材料の理論，実験並びに技術などに

関する学術上の成果を報告し，考察した原著論文で，科

学・技術的に質の高い，新規な興味ある内容(結果，理

論，手法等)が十分含まれている論文．

Materials Transactions の Regular Article または Ex-
press Rapid Publication に Web 掲載後 2 年以内であれ

ば，著者および内容が基本的に同一の場合に限り，和訳

した論文を投稿できる．その事を脚注に明記する．ただ

し査読の結果，返却もあり得る．なお，著者が迅速掲載

を希望し，追加費用を負担する場合は，査読期間短縮を

含め迅速掲載のための処理を行う．

 レビュー(頁以内)

各専門分野の研究開発の背景や最近の状況および今後

の展望等について，重要な文献を引用して，各専門分野

の専門家のみならず他分野の専門家や学生等も対象に，

その概要を公正にかつわかりやすく解説する論文．

Materials Transactions に Web 掲載後 2 年以内であれ

ば投稿ができる．その事を脚注に明記する．また，

Materials Transactions 掲載論文と異なる部分がある場

合は，その事を脚注に明記する．なお，論文題目中に

「レビュー」等を含めることが望ましい。

 オーバービュー(頁以内)

単なる一般的な review ではなく，執筆者独自の考え

に立って review し，取り上げた問題点の中において自

説の位置付けを明確にした論文．ただし，事前に「タイ

トル」「氏名」「要旨」を編集委員会に提出し，了承を得

た後，投稿する方式とする．Materials Transactions に
Web 掲載後 2 年以内であれば投稿ができる．その事を

脚注に明記する．また，Materials Transactions 掲載論

文と異なる部分がある場合は，その事を脚注に明記す

る．なお，論文題目中に「オーバービュー」等を含める

ことが望ましい。

 技術論文(頁以内)

金属及びその関連材料の実験技術，製造技術，設備技

術，利用技術など，技術上の成果，基準，標準化，デー

タベースなど，及び関連する事柄の調査，試験結果を報

告した原著論文．

Materials Transactions に Web 掲載後 2 年以内であれ

ば，著者および内容が基本的に同一の場合に限り，和訳

した論文を投稿できる．その事を脚注に明記する．ただ

し査読の結果，返却もあり得る．

 最近の研究動向(頁以内)

特集企画や受賞論文等を対象にした最近の研究動向に

ついて，関連論文を引用し，Graphical Abstract 等を利

用しながら，その概要をわかりやすく紹介する論文．

 速報論文(頁以内)

速報を要する短い論文．すなわち，新規性のある研究

成果，技術開発に関する新知見，新アイディア，提案

等．最短 2 週間で審査を完了する．

 オピニオン(頁以内)

日本金属学会誌に掲載された論文に対する意見，討論

またはそれに対する著者からの回答とする．科学・技術

的な発展に貢献できる内容であること．

 その他理事会で決議した分類

. 投稿の方法

日本金属学会誌への投稿は https://data.jim.or.jp/cgi
bin/jim/jentrytest1.cgi にて原稿を提出する．

英文掲載済み論文の和訳論文の場合には，英文掲載済み

論文 PDF も送付する．

. 原稿

執筆要領に従って原稿を作成し，指定のファイル形式に

変換したものを提出する．

3.1 記載内容

◯題目・著者名・研究機関，◯英文概要・Keywords，◯

本文，◯謝辞，◯文献，◯ Appendix，◯表・図説明一覧，

◯その後に各別紙の表・図を添付する．

3.2 単位

SI 単位を使用する．

3.3 引用文献・脚注

通し番号で 1,2)，あるいは 36) のように表し，本文の末尾

に一括記載する．著者名，誌名はすべて英語表記する(特

に決まっていないものはローマ字表記する)．

. 審査

投稿された論文は会誌編集委員会の独自の審査を経て会

誌に掲載される．編集委員会から原稿の修正を求められ，

あるいは返却されることがある．

. 校正

初校は著者の責任で行う．著者校正は原則として 1 回

とし，誤植の修正に限る．

. 投稿者負担金

6.1 投稿・掲載費用は，無料とする．(別刷の寄贈はありま

せん．）

6.2 カラー図掲載を希望する場合は実費を負担する．

(1 図表当り1,100円税込み)
※オンラインジャーナルのみ(冊子・別刷はすべてモノクロ表示)．

6.3 学術論文の迅速掲載費用11,000円税込み

6.4 別刷購入希望の場合は，別途費用を負担する．

公益社団法人日本金属学会 会誌編集委員会
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